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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月
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はじめに
　近年，主にヨーロッパの国々を中心に，企
業や事業所の開業・廃業等を把握するための
統計である「ビジネスデモグラフィー統計」
に対する関心が高まっており，我が国におい
てもその作成・提供が求められているところ
である。諸外国では，行政記録情報を主要な
インプット情報としてビジネスデモグラ
フィー統計が作成されているがそれらの情報
源には課題も多く存在する。
　このような状況を踏まえつつ，本稿ではま
ず，諸外国で作成されているビジネスデモグ

ラフィー統計の特徴，課題等について概観す
るとともに，全数調査である経済センサスも
合わせて活用することの重要性について説明
する。そして，今後のビジネスデモグラ
フィー統計の検討においてベンチマーク指標
となりうるような，経済センサスに基づく代
替的なビジネスデモグラフィー統計の推計方
法を紹介し，その推計結果について考察を行
う。
　なお，本稿における意見は筆者達個人のも
のであり，所属する組織を代表するものでは
ない。

１． 諸外国におけるビジネスデモグラフィー
統計の概要及び課題

　ビジネスデモグラフィー統計（Business 

【研究論文】（『統計学』第111号 2016年9月）

経済センサスを活用した事業所の
開業率・廃業率等の推計

高橋雅夫＊，高部　勲＊＊

要旨
　近年，企業や事業所の開業・廃業等の動態を把握するための統計である「ビジネ
スデモグラフィー統計」に対する関心が国際的に高まっており，我が国においても
その作成・提供が求められている。本稿では，諸外国におけるビジネスデモグラ
フィー統計の特徴，課題等について概観するとともに，今後のビジネスデモグラ
フィー統計の検討においてベンチマーク指標となりうるような，経済センサスに基
づくビジネスデモグラフィー統計の新たな推計方法を紹介しており，2009年と2012
年に実施された 2つの連続する経済センサスのミクロデータを有効に活用して，ビ
ジネスデモグラフィー統計における事業所の開業率や廃業率，存続率等の主要な指
標の推計を行っている。新たな推計手法により産業間の異動の影響を考慮に入れた
年率の推計結果をみると，開業率の高い産業については，廃業率も高いことが定量
的に示された。

キーワード
ビジネスレジスター，ビジネスデモグラフィー統計，経済センサス，開業率，廃
業率

＊　 正会員，総務省統計局 
e－mail：mtakahashi3@soumu.go.jp

＊＊　 正会員，総務省統計局 
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Demography Statistics）1）は，企業・事業所の
開業，廃業，存続（Birth, Death, Survival）等
の動きを中心に，経済の動向を明らかにする
ことを目的として作成される統計である。ビ
ジネスデモグラフィー統計を活用することに
より，企業等の現在数や従業者数，売上高の
業種別統計の作成や，開業・廃業等の動向の
タイムリーな把握が可能となる（森（2013））。
近年，ヨーロッパを中心とする諸外国では，
新たな産業・雇用創出の基盤としての，起業
家に対する関心が高まっており，その動向の
把握や，起業家支援に関する政策立案のため
の主要な指標として，ビジネスデモグラ
フィー統計が注目を浴びている（Eurostat and 

OECD（2015））。
　なお，起業家指標の観点から，ビジネスデ
モグラフィー統計の作成方法や定義等に関し
てまとめている文献として，A h m a d , N . 

（2006）がある。製造業に限定して，それ以外
の産業との間の転出・転入を考慮した企業の
開廃業を分析した文献としては，Timothy 

Dunne, et al.（1988）がある。
　また，各国のビジネスデモグラフィー統計
の作成方法を標準化し，国際比較可能性を向
上させることを目的として，欧州統計局及び
OECDが共同で，ビジネスデモグラフィー統
計に関するマニュアルを作成・提供している
（Eurostat and OECD（2007））。
　諸外国では一般に「ビジネスレジスター
（Business Register）」と呼ばれるシステムを
活用して，ビジネスデモグラフィー統計を作
成することが多い（OECD（2015），Eurostat 

and OECD（2007））。ビジネスレジスターとは，
統計調査の調査票情報や行政記録情報などを
基に，統計調査のための母集団情報を整備し，
随時その更新を行うためのシステムである
（高部（2014））。例えばカナダでは，ビジネス
レジスターに記録された情報を活用して，
「Canadian Business Counts（CBC）」や「Entre-

preneurship indicators（EI）」などのビジネスデ

モグラフィー統計を作成している（Jamie 

Brunet（2015））。また，イタリアでは2010年
から，従来のビジネスレジスターに加えて，
LEED（Linked Employer Employee Database）
と呼ばれる新たなデータベースを統合するこ
とにより，労働力調査（Labor Force Survey）
の情報ともリンクした形での新たなビジネス
デモグラフィー統計を作成している（Patrizia 

Cella and Carlo De Gregorio（2015））。さらにフ
ランスでは，「SIRENE」というビジネスレジ
スターに基づき，母集団情報の変化部分に当
たるファイルが毎月作成されるとともに，月
次の企業分析用ファイルに基づくビジネス動
態統計が毎月作成・公表されており，その結
果は，新規開業の雇用への影響など，様々な
分析に利用されている（森（2012））。
　このように，ビジネスデモグラフィー統計
は，ビジネスレジスターと密接な関係があり，
「ビジネスレジスターに関するヴィースバー
デングループ会合（Meeting of the Wiesbaden 

Group on Business Registers）」や「国連欧州経
済委員会ビジネスレジスター専門家会合
（UNECE Meeting of the Group of Experts on 

Business Registers）」などの国際会議でも，ビ
ジネスデモグラフィー統計が議題として取り
上げられることが多くなっている（高部
（2016）等）。
　我が国においても，上記のビジネスレジス
ターに相当するシステムとして，「事業所母
集団データベース」が新たな統計法（平成19

年（2007年）法律第53号）において明文化さ
れるとともに，統計委員会からの意見や第Ⅰ
期「公的統計の整備に関する基本的な計画」
（平成21年（2009年）3月13日閣議決定）に掲
げられた課題等を踏まえてシステムの構築が
進められ，2013年 1月からその運用が開始さ
れたところであり，国・地方の行政機関が統
計調査を実施する際の重要なインフラとなっ
ている（高橋（2013））。
　事業所母集団データベースの検討・構築作
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業と並行して，我が国においても，ビジネス
レジスター（事業所母集団データベース）を
活用したビジネスデモグラフィー統計につい
ての検討が進められた。そして，第Ⅱ期「公
的統計の整備に関する基本的な計画」（平成
26年（2014年）3月25日閣議決定）において
も，ビジネスデモグラフィー統計が今後の重
要な課題として取り上げられており2），現在，
総務省統計局において，その作成・提供に向
けた検討が進められているところである3）。
　ところで，ヨーロッパを中心とする諸外国
では，登記情報や社会保障・税情報などの行
政記録情報を主要な情報源としてビジネスレ
ジスターが整備され，その内容に基づいてビ
ジネスデモグラフィー統計が作成されること
が多い。しかし，これらの行政記録情報にお
ける記録の主体は，あくまでも「法的主体
（Legal Entity）」であり，それらは法律に基づ
いて定義された「法的単位（Legal Unit）」で
あって，統計調査における事業所などの「統
計単位（Statistical Unit）」と比較すると，定義
や産業分類に関する扱いが異なる場合がある
点に注意が必要であることが指摘されている
（菅（2010），森（2013））。また，行政記録への
登録には通常，一定程度のタイムラグがあり，
事業所の開業や，特に廃業が適時に登録され
ない場合もある。
　このような行政記録情報に関する課題を克
服するための方法として，統計調査の結果も
合わせて活用していくことが挙げられる。特
に，事業所・企業に関する全数調査である
「経済センサス」には，統計単位としての事業
所について，その開業・廃業等の情報を調査
員が現地で直接確認できるという大きなメ
リットがあると考えられる。

２． 経済センサスを活用したビジネスデモグ
ラフィー統計：先行事例と提案手法

　経済センサスに基づいてビジネスデモグラ
フィー統計を作成している事例として，メキ

シコにおける「ビジネス生命表プログラム」
がある（Ar turo Blancas（2015）及び Hugo 

Hernández（2015））。その最新の結果である
「2015年ビジネス生命表プログラム（Life Ex-

pectancy of Business in Mexico 2015 Program）」
では，経済センサスのデータをベースに生命
表の考え方を応用して，ビジネスデモグラ
フィー統計を推計しており，経済センサスが
実施されない年の企業の生存確率などの指標
について，企業規模・産業・地域ごとの差
異・特徴を詳細に分析している。また，企業
の平均余命の推計も行われており，人間とは
逆に，企業の年齢が高いほど余命が長くなる
という特性があることが定量的に示されてい
る。ただし，メキシコの経済センサスは 5年
に 1回しか実施されておらず，センサスの中
間年における変動を適切に把握することが難
しいという課題がある。
　我が国では，中小企業白書において，経済
センサスの調査結果を活用した事業所の開業
率，廃業率等の推計が行われている4）（最新の
結果については，中小企業庁（2015）を参照）。
ただし，そこでは，経済センサスの公表結果
表に基づく新設（開業）事業所や廃業事業所
の件数から単純に算出された年平均値が用い
られている。これらの推計結果については，
経済センサスの集計結果から直接算出したも
のであることから，存続事業所の業種間異動
などの側面が考慮されていない点に注意する
必要がある。
　経済センサスのミクロデータを用いて，詳
細なビジネスデモグラフィー統計の分析を
行っている先駆的な研究事例として，菅・森
（2014）がある。そこでは，複数時点における
経済センサス（及びその前身となる「事業
所・企業統計調査」）のミクロデータを活用
し，各時点に共通して存在する事業所をマッ
チングして作成したパネルデータを利用して，
ビジネスデモグラフィー統計に相当する指標
を作成し，イギリス国家統計局（Office for 
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National Statistics, ONS）の公表している行政
区画別・産業別のビジネスデモグラフィー統
計との比較・分析を行っている。ただし，そ
こでは，事業所の産業分類間の転出入などを
区別しておらず，それらを調整した純粋な産
業分類別の廃業・開業の状況を把握すること
までは行われていない。
　本稿では，高橋（2005）に基づき，我が国に
おける詳細なビジネスデモグラフィー統計を
今後検討していくに当たり，その前段階とし
ての検討に資するような，ビジネスデモグラ
フィー統計作成のための代替的かつ簡明な手
法を紹介している。具体的には，2009年に実
施された「経済センサス―基礎調査」及び，
2012年に実施された「経済センサス―活動調
査」のミクロデータを活用し，産業分類間の
転出入の状況を考慮に入れた上で，より精緻
なビジネスデモグラフィー統計の推計を試み
ている。
　紹介した手法では，事業所の開業率・廃業
率などの 5つの未知変数を定義し，未知変数
と同じ数の方程式に基づく連立方程式体系を
設定し，それを解くことで，5つの未知変数
の推計値を求めている。さらに，推計式の導
出に当たっては，必要最小限の仮定を置いた
上で，初等的な数学の知識のみを用いて直感
的に理解しやすい形の方程式を設定し，推計
に必要な式を導いているという点に特徴があ
る。
　我が国において，今後，ビジネスデモグラ
フィー統計の検討を行う際には，試算結果を
評価するための比較対象となる指標があるこ
とが望ましい。その際に，本稿で提案する手
法に基づく推計結果を活用することで，その
後の検討に資する有用な結果が得られると期
待される。

３．分析に用いるデータの概要
　本稿の分析では，「経済センサス」のミクロ
データを用いている。以下では清水・菅

（2013）における記述に基づき，経済センサス
の概要について説明する。経済センサスは，
我が国に存在する全ての企業及び事業所を把
握する統計調査である。我が国の経済センサ
スは，「経済センサス―基礎調査」及び「経済セ
ンサス―活動調査」という 2つの統計調査か
ら構成されている。
　「経済センサス―基礎調査」は，事業所の事
業活動及び企業の企業活動の状態を調査し，
事業所母集団データベース等の母集団情報を
整備するとともに，我が国における事業所及
び企業の産業，従業者規模等の基本的構造を
全国的及び地域別に明らかにすることを目的
として行われる全数調査である。母集団情報
を整備するための基本的な事項に主眼を置い
て行われる調査であり，2009年に初回の調査
が行われ，直近では2014年に，2回目の調査
が行われている。
　「経済センサス―活動調査」は，全産業分野
の売上（収入）金額や，費用などの経理項目を
同一時点で網羅的に把握し，我が国における
事業所・企業の経済活動を全国的及び地域別
に明らかにするとともに，事業所及び企業を
対象とした各種統計調査の母集団情報を得る
ことを目的として行われる統計調査である。
農林漁家に属する事業所を除く全ての事業所
を対象として，経理事項を調査し，我が国に
おける経済活動の実態を把握することに焦点
を当てた統計調査である。初回の調査は2012

年に実施されており，直近では2016年に，2

回目の調査が行われている。
　上記のように，2つのパート（「基礎調査」
及び「活動調査」）が交互に実施される形で，
我が国の経済センサスが構成されている。た
だし，経済センサス―活動調査の中間年にお
ける母集団情報の整備をより効率化・高度化
するために，現在，新たな母集団情報の整備
のための検討が行われているところである。
　経済センサスにおける統計単位は，我が国
における経済統計調査の基本的な統計単位で
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ある「事業所」である。Eurostat ＆ OECD

（2007）には，ビジネスレジスターに記録され
る統計単位として「Local Kind of Activity 

Unit」，「Kind of Activity Unit」，「Local Unit」，
「Enterprise」，「Enterprise Group」などが挙げ
られており，これらの中から各国の事情に応
じて様々な統計単位が選択され，統計調査の
際に把握されている。
　我が国における「事業所」は，日本標準産業
分類における日本標準産業分類一般原則の第
2項「事業所の定義」に掲げられている以下
の 2つの事項に基づいて定義されるものであ
る。これはOECDのマニュアルにおける「Lo-

cal Unit」に近い概念である5）。

※ 「日本標準産業分類（2013年10月改定）」
から一部引用：
　本分類における事業所とは，経済活動の
場所的単位であって，原則として次の要件
を備えているものをいう。
⑴　 経済活動が単一の経営主体の下におい

て一定の場所すなわち一区画を占めて
行われていること。

⑵　 財又はサービスの生産と供給が，人及
び設備を有して，継続的に行われてい
ること。

　新設（開業）・廃業などを含む，事業所の異
動状況の定義については，以下のとおりであ
る6）。

・ 新設（開業）事業所：前回調査の調査日の翌
日以後に開設した事業所のほか，他の場所
から移転してきたものを含めた事業所
・ 廃業事業所：前回調査の調査日の翌日以後
に廃業した事業所のほか，他の場所に移転
したものを含めた事業所
・ 存続事業所：前回調査で把握されている事
業所で，当回調査でも存在していることが
把握された事業所

ここで開業（廃業）には，他の場所から（に）
移転してきた（移転した）ものも含まれてい
る。これは，調査が市区町村をいくつかの区
画に区切った調査区という単位（丁目や大字
など）で行われており，同じ市区町村内でも
調査区を越えて移転した場合も，新設・廃業
となる場合があることによる。産業分類間の
転出入を考慮した事業所の存続率，開業率，
廃業率等の推移を年率でみることで，より詳
細な分析が可能になると考えられるが，その
ためには，産業分類間の異動情報等の追加的
な情報を活用した，新たな推計方法を利用す
る必要がある。

４．基本統計量等に基づく事前分析
　ビジネスデモグラフィー統計の新たな推計
手法について解説する前に，分析対象となる
データの基本統計量をみていくことにする。
平成 24年（2012年）経済センサス―活動調査
における前回調査（平成21年（2009年）経済
センサス―基礎調査）からの事業所の異動状
況を産業大分類別にみたものが表 1 である。
表 1によると，新設（開業）事業所は「卸売業，
小売業」が11万9,582事業所（全産業の27.0％）
と最も多くなっている。また，廃業事業所に
ついても「卸売業，小売業」が30万4,818事業
所（全産業の27.3％）と，最も多くなっている。
　次に，中小企業白書における計算方法7）に
基づいて推計した開業率及び廃業率をみてい
く。推計結果が表 2 である。表 2 によると，
開業率については，「医療・福祉」が 4.9％と
最も高く，次いで「宿泊業，飲食サービス業」
が4.7％，「金融業，保険業」及び「教育，学習
支援業」が3.3％の順になっている。また，廃
業率については，「情報通信業」が10.2％と最
も高く，次いで「宿泊業，飲食サービス業」が
8.7％，「金融業，保険業」及び「学術研究，専
門・技術サービス業」が 7.5％の順になって
いる。
　ただしこれらの結果については，他産業へ
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の（からの）転出（転入）といった，産業の転
換についての調整を全く行っていないことに
注意する必要がある。産業間の異動を調整し

た開業率及び廃業率の新たな推計手法の詳細
については，次節以降で説明する。

表１　産業大分類，異動状況（存続・新設・廃業）別民営事業所数

産業大分類

事業所数

総数
存続事業所 新設事業所 廃業事業所合計に占める

割合（％）
合計に占める
割合（％）

合計に占める
割合（％）

合計 5,768,489 5,325,927 100.0 442,562 100.0 1,118,443 100.0
A 農業，林業 28,042 25,764 0.5 2,279 0.5 4,692 0.4
B 漁業 4,448 4,234 0.1 214 0.0 696 0.1
C 鉱業，採石業，砂利採取業 2,379 2,311 0.0 68 0.0 536 0.0
D 建設業 548,114 528,774 9.9 19,340 4.4 100,719 9.0
E 製造業 513,854 498,122 9.4 15,732 3.6 92,595 8.3
F 電気・ガス・熱供給・水道業 4,150 3,867 0.1 283 0.1 548 0.0
G 情報通信業 71,402 64,983 1.2 6,419 1.5 23,152 2.1
H 運輸業，郵便業 142,087 134,740 2.5 7,348 1.7 27,162 2.4
I 卸売業，小売業 1,487,971 1,368,389 25.7 119,582 27.0 304,818 27.3
J 金融業，保険業 94,581 85,487 1.6 9,093 2.1 20,462 1.8
K 不動産業，物品賃貸業 396,157 381,983 7.2 14,174 3.2 65,727 5.9
L 学術研究，専門・技術サービス業 232,007 214,603 4.0 17,403 3.9 51,485 4.6
M 宿泊業，飲食サービス業 767,797 664,607 12.5 103,190 23.3 194,069 17.4
N 生活関連サービス業，娯楽業 508,069 469,962 8.8 38,107 8.6 84,845 7.6
O 教育，学習支援業 171,635 155,402 2.9 16,233 3.7 34,299 3.1
P 医療，福祉 386,046 337,727 6.3 48,320 10.9 44,974 4.0
Q 複合サービス事業 34,568 34,031 0.6 537 0.1 2,360 0.2
R サービス業（他に分類されないもの） 375,182 350,940 6.6 24,242 5.5 65,304 5.8

注： 総務省統計局「平成24年経済センサス―活動調査（確報）」を基に，事業内容等不詳の事業所を各産業に按分している。

表２　産業大分類別・廃業率及び開業率（単純推計）
存続

a
新設

b
廃業

c
年平均開業
d＝b/31×12

年平均廃業
e＝c/31×12

期首事業所
f＝a＋c

開業率
d/f

廃業率
e/f

合計 5,325,927 442,562 1,118,443 171,314 432,946 6,444,370 2.7％ 6.7％
A 農業，林業 25,764 2,279 4,692 882 1,816 30,456 2.9％ 6.0％
B 漁業 4,234 214 696 83 269 4,930 1.7％ 5.5％
C 鉱業，採石業，砂利採取業 2,311 68 536 26 208 2,848 0.9％ 7.3％
D 建設業 528,774 19,340 100,719 7,486 38,988 629,493 1.2％ 6.2％
E 製造業 498,122 15,732 92,595 6,090 35,843 590,717 1.0％ 6.1％
F 電気・ガス・熱供給・水道業 3,867 283 548 110 212 4,415 2.5％ 4.8％
G 情報通信業 64,983 6,419 23,152 2,485 8,962 88,135 2.8％ 10.2％
H 運輸業，郵便業 134,740 7,348 27,162 2,844 10,515 161,902 1.8％ 6.5％
I 卸売業，小売業 1,368,389 119,582 304,818 46,290 117,994 1,673,207 2.8％ 7.1％
J 金融業，保険業 85,487 9,093 20,462 3,520 7,921 105,950 3.3％ 7.5％
K 不動産業，物品賃貸業 381,983 14,174 65,727 5,487 25,443 447,710 1.2％ 5.7％
L 学術研究，専門・技術サービス業 214,603 17,403 51,485 6,737 19,930 266,088 2.5％ 7.5％
M 宿泊業，飲食サービス業 664,607 103,190 194,069 39,945 75,123 858,676 4.7％ 8.7％
N 生活関連サービス業，娯楽業 469,962 38,107 84,845 14,751 32,843 554,808 2.7％ 5.9％
O 教育，学習支援業 155,402 16,233 34,299 6,284 13,277 189,701 3.3％ 7.0％
P 医療，福祉 337,727 48,320 44,974 18,704 17,409 382,701 4.9％ 4.5％
Q 複合サービス事業 34,031 537 2,360 208 913 36,390 0.6％ 2.5％
R サービス業（他に分類されないもの） 350,940 24,242 65,304 9,384 25,279 416,245 2.3％ 6.1％

注： 総務省統計局「平成24年経済センサス―活動調査（確報）」を基に，事業内容等不詳の事業所を各産業に按分している。
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５．新たな推計手法
　ここでは，高橋（2005）において提案された
推計手法に基づき，その内容を詳しく紹介す
る。

5.1　推計式における未知変数及び既知定数
　事業所に関するビジネスデモグラフィー統
計における主要な指標として，以下の 5つの
未知変数を定義する。いずれも，経済成長の
動向を把握する上で重要な指標である。これ
らの変数は全て，ある特定の属性区分（カテ
ゴリー）ごとの年率の値である。ここでの属
性区分としては，分析の関心に応じて様々な
ものを考えることができるが，本稿では中で
も，事業所の特性を捉えるための最も重要だ
と思われる属性区分の一つとして，産業（大）
分類を考えることにする。理論上は，より細
かな産業分類（中分類・小分類・細分類）に
対しても，この手法を適用することが可能で
ある。しかし本稿においては，推計結果の安
定性を考慮して，産業大分類別の開業率，存
続率，廃業率等を算出することにする。
　本稿で紹介するビジネスデモグラフィー統
計の推計手法では，事業所の開業，廃業，存
続，属性区分間の異動に関して，以下の 5つ
の変数を定義し，用いることとする。

【5つの未知変数】
①　事業所の開業率：Ro（open）
②　事業所の廃業率：Rc（close）
③　 同一属性内での事業所の存続率：

Rts（survival）
④　 事業転入率：Rti（transfer－in）  

（存続事業所のうち他の属性区分
から当該属性区分への転入率）

⑤　 事業転出率：Rto（transfer－out）  

（存続事業所のうち当該属性区分
から他の属性区分への転出率）

ここで，Rtiについては，着目している特定の

�
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�
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�
�
�
�
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�
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属性区分（産業）に対して，その外部から転入
してくる事業所の割合（Transfer－In）である。
Rtoは逆に，ほかの属性区分（産業）へと転出
する事業所の割合（Transfer－Out）を表してい
る。ここでの推計においては，属性区分ごと
の事業所の開業や廃業の率を前年の当該属性
区分に含まれる事業所数に対する率として定
義しており，それらの率が，隣接して実施さ
れた 2度の経済センサス間で毎年一定である
との仮定を置いている。したがって今回の分
析では，他の属性（産業）区分から当該属性
（産業）区分への転入・転出率などを考慮し
て推計を行う必要があり，結果として，ある
特定の属性区分（産業）における事業所の開
廃の状況を，より詳しく分析することが可能
となる。
　推計に当たっては，経済センサスのミクロ
データを集計して得られる，以下に示すよう
な 6つの既知定数も利用している。そのよう
な既知定数の定義については，以下のとおり
である。なお，これらの定数についても，未
知変数と同様に，産業等の属性区分ごとに考
えていることに注意する必要がある。

【6つの既知定数】
①　前回調査における事業所数：Np

②　今回調査における事業所数：Nl

③　 前回調査から今回調査の間に廃業
した事業所数：Nc

④　 他の属性区分（産業）から当該属
性区分（産業）への転入も含む存
続事業所数：Ns

⑤　 同一属性区分（産業）内の存続事
業所数：Nts

⑥　 前回の調査から今回の調査までの
年数：n

上記で定義した 5つの未知変数を推計するた
めに，これらの変数及び様々な既知定数を含
む 5つの独立な方程式の導出について連続す
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る 2 期間の経済センサス（平成 21年（2009

年）経済センサス―基礎調査及び平成 24年
（2012年）経済センサス―活動調査）のミクロ
データの利用を前提に導出する。

5.2　推計式の導出
　ここでは，未知変数間の様々な関係を利用
して，以降の分析に必要となる 5つの方程式
（⑶，⑷，⑺，⑼，⑾に示す式）を導出する。

ⅰ） 前回調査と今回調査の事業所数に関する
方程式

　前回と今回の経済センサスにおける事業所
数との間の関係から，以下の方程式が導かれ
る。

Np · (Rts+Rti+Ro)
n=Nl ⑶

　なお，上記の式では，経済センサス間の事
業所数の年ごとの変化の割合が一定であると
いう仮定を置いている。

ⅱ） 同一属性区分（産業）内における存続事
業所数に関する方程式

　2期の連続した経済センサス間における存
続率の関係に基づいて，以下の方程式が導か
れる。

Np · Rts
n=Nts ⑷

　なお，ここでは，当該属性区分（産業）の下
で存続せずに，廃業又は他の属性区分（産業）
へ転出となった事業所は，含まれていない。

ⅲ） 属性区分（産業）間異動も含む存続事業
所数に関する方程式

　ここで，ある属性区分に転入し，存続した
事業所の数をNtiと定義すると，転入を含む存
続事業所数の方程式は，以下のように表現で
きる。

Nts+Nti=Ns ⑸

ここで，Ntiについては，等比級数の和に関す
る公式を用いて，以下のように計算すること
ができる。

 ⑹

よって，⑹式を⑸式に代入すると，未知変量
の推計に必要な 3番目の方程式となる。

 ⑺

ⅳ）廃業事業所数に関する方程式
　次の方程式は，廃業した事業所の数に関す
る関係式から導出することができる。

Np · Rc+Np · Rts · Rc+Np · Rts
2 · Rc

　+…+Np · Rts
n－1 · Rc=Nc ⑻

この式から，以下のような，4番目の方程式
が得られる。

 
⑼

ⅴ）「事業所数保存の法則」に関する方程式
　最後の方程式は，「事業所数保存の法則」と
も呼ぶべき関係式から導出される。この法則
は，以下のように表現される。

Np · Rts+Np · Rc+Np · Rto=Np ⑽

　上式の両辺をNpで割ることにより，以下の
ような式が得られる。

Rts+Rc+Rto=1 ⑾

⑶式，⑷式，⑺式，⑼式及び⑾式を連立させ
て解くことで，以下のような推計式の体系が
導かれる。これらの式を用いて，未知変数の
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推計を行う。

 

これらの計算式における既知定数と，2期の
連続した経済センサスの結果との関係をまと
めて示したものが，以下の表 3である。

６．推計結果と考察
6.1　 産業大分類ごとの開業率・存続率・廃

業率等の比較
　前述のとおり，行政記録への登録には一定
程度のタイムラグがあり，事業所の廃業が適
時に登録されない場合もあることから，登記
情報などの行政記録情報をメインに作成する
ビジネスデモグラフィー統計については，特
に事業所の廃業動向に関して，適時性・正確
性の観点から，結果が理解しにくくなるおそ
れがある。本稿では，ビジネスデモグラ
フィー統計の推計において，全数調査である

R N N

R
N N

N
N N
N N

ts ts p
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ti
s ts
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l p
n
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−
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経済センサスの結果を用いた代替的な手法を
活用している。すなわち，経済センサスの
データも活用した様々な変数間の関係から得
られる方程式を用いてビジネスデモグラ
フィー指標の推計を行う，効率的な手法を活
用している。
　前節の表 3について，経済センサスの結果
から具体的な数値を計算したものが表 4であ
る。表 4を基に，前節で示した方法により，産
業間の異動を考慮した開業率及び廃業率を計
算した結果について，以下の表 5にまとめて
いる。なお，表 5では，計算の結果得られた
推計値を産業大分類ごとに示している。
　以下の分析では，4節で示した年平均によ
る開業率・廃業率の単純な推計手法を「単純
推計手法」，5節で紹介した手法を，「新たな
推計手法」と呼んで，区別することとする。
　表から読み取れるように，新たな推計手法
による開業率及び廃業率の推計結果は，単純
推計手法の結果と比較して，「Q複合サービス
事業」における廃業率を除き，いずれも大き
くなっている。この差異は，単純推計手法に
よると，事業所数が減少（増加）する局面で
は，開業率・廃業率等が過小（過大）に推計さ
れてしまうおそれがあることも要因であると

表３　既知定数と経済センサスの結果

今回のセンサス

前回のセンサス

存続事業所
廃業事業所 合計

属性区分A B C D … R 小計

存
続
事
業
所

属性区分A Nts Nc Np

B

C

D

…

R

小計 Ns

新設事業所

合計 Nl
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表
４
　
平
成
21
年
（
20
09
年
）・
平
成
24
年
（
20
12
年
）
に
お
け
る
産
業
別
存
続
・
新
設
・
廃
業
事
業
所
数
（
民
営
）
の
関
係

平
成

24
年

活
動
調
査

平
成

21
年

基
礎
調
査

存
続
事
業
所

廃
業

事
業
所

合
計

A
B

C
D

E
F

G
H

I
J

K
L

M
N

O
P

Q
R

小
計

存 続 事 業 所

A
農
業
，
林
業

24
,9

37
2

0
14

1
27

6
0

2
17

34
2

6
73

36
15

40
2

8
75

17
5

26
,1

48
4,

64
2

30
,7

90

B
漁
業

3
3,

39
9

0
0

30
0

0
1

44
1

7
0

7
4

0
0

14
7

3,
51

7
69

3
4,

21
0

C
鉱
業
，
採
石
業
，
砂
利
採
取
業

7
0

1,
80

1
77

45
8

2
0

45
13

2
0

20
5

2
3

0
0

1
62

2,
61

4
53

7
3,

15
0

D
建
設
業

10
5

0
21

51
4,

68
2

6,
66

8
3

51
1

65
1

1,
37

4
38

1,
35

0
57

2
52

90
15

36
2

1,
23

5
52

7,
40

7
10

0,
88

3
62

8,
29

0

E
製
造
業

26
1

37
27

6
3,

78
6

45
7,

41
8

2
55

0
53

3
20

,2
86

20
1,

28
0

1,
61

5
51

9
36

2
11

0
33

0
18

4,
19

1
49

1,
59

4
92

,7
71

58
4,

36
5

F
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

0
0

2
16

3
13

3,
72

3
0

8
21

0
2

8
0

0
0

1
0

14
4

4,
08

4
54

8
4,

63
2

G
情
報
通
信
業

7
0

1
27

3
41

3
1

60
,7

20
66

2,
72

8
27

21
3

1,
29

8
43

13
4

12
0

26
4

98
2

67
,0

56
23

,2
58

90
,3

14

H
運
輸
業
，
郵
便
業

19
9

15
68

1
47

1
1

61
12

9,
89

6
82

5
64

27
3

77
31

87
13

33
32

89
1

13
3,

48
0

27
,2

56
16

0,
73

6

I
卸
売
業
，
小
売
業

60
1

82
16

9
6,

86
2

24
,2

39
9

1,
45

2
1,

45
0

1,
32

6,
84

7
38

9
6,

29
0

1,
43

9
6,

14
0

2,
20

4
61

3
42

7
23

8
17

,1
13

1,
39

6,
56

4
30

5,
04

0
1,

70
1,

60
4

J
金
融
業
，
保
険
業

4
2

0
53

7
0

41
38

17
9

80
,9

33
31

3
11

1
20

45
9

41
10

4
48

5
82

,3
84

20
,5

36
10

2,
92

0

K
不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

48
1

2
97

7
24

6
5

18
0

18
6

1,
17

8
17

0
37

0,
71

4
63

4
1,

09
2

86
8

19
7

24
6

10
2,

38
1

37
9,

13
3

65
,8

53
44

4,
98

6

L
学
術
研
究
，
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

56
4

5
1,

05
4

1,
22

2
18

1,
63

3
18

5
58

3
97

1,
65

5
20

6,
80

4
20

5
77

8
64

0
79

14
2,

45
5

21
7,

48
8

51
,5

52
26

9,
04

0

M
宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

3
1

1
73

54
9

0
24

41
2,

37
3

28
1,

23
8

15
3

65
9,

79
1

1,
49

0
16

3
20

2
4

36
4

66
6,

49
8

19
4,

13
7

86
0,

63
5

N
生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，
娯
楽
業

31
8

0
57

48
0

1
94

15
7

1,
41

8
32

1,
60

6
75

3
1,

51
3

45
7,

12
3

51
0

44
0

14
1,

02
2

46
5,

26
0

84
,7

09
54

9,
96

8

O
教
育
，
学
習
支
援
業

4
0

0
16

60
0

14
5

13
25

3
16

47
0

39
2

22
1

67
4

15
3,

64
8

16
7

2
46

4
15

6,
54

5
34

,2
22

19
0,

76
7

P
医
療
，
福
祉

3
0

0
16

13
9

0
11

21
16

8
29

17
5

11
7

72
43

3
17

8
33

2,
89

7
2

57
4

33
4,

83
4

44
,5

51
37

9,
38

5

Q
複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

15
9

7
2

19
49

0
3

47
79

7
3,

11
8

34
90

8
20

2
14

32
,5

48
35

9
37

,2
77

2,
34

8
39

,6
25

R
サ
ー
ビ
ス
業（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

54
8

8
1,

14
1

3,
28

2
66

93
0

1,
00

5
2,

88
5

18
9

2,
09

0
2,

30
8

33
3

1,
02

3
40

4
38

7
55

31
7,

87
0

33
4,

03
6

64
,9

07
39

8,
94

3

小
計

26
,3

04
3,

55
9

2,
30

3
53

0,
07

0
49

6,
02

1
3,

83
1

66
,3

57
13

4,
36

1
1,

36
2,

43
1

85
,1

57
38

7,
80

2
21

6,
41

0
67

0,
06

4
46

5,
37

9
15

6,
62

3
33

5,
33

4
33

,1
38

35
0,

77
4

5,
32

5,
91

8
1,

11
8,

44
3

6,
44

4,
36

1

新
設
事
業
所

2,
33

8
15

5
68

19
,3

39
15

,7
32

28
3

6,
41

9
7,

34
8

11
9,

58
1

9,
09

3
14

,1
74

17
,4

03
10

3,
19

0
38

,1
07

16
,2

33
48

,3
19

53
7

24
,2

45
44

2,
56

4

合
計

28
,6

42
3,

71
4

2,
37

1
54

9,
41

0
51

1,
75

3
4,

11
4

72
,7

76
14

1,
70

8
1,

48
2,

01
2

94
,2

50
40

1,
97

6
23

3,
81

3
77

3,
25

4
50

3,
48

5
17

2,
85

6
38

3,
65

4
33

,6
75

37
5,

01
9

5,
76

8,
48

2

注
1：
経
済
セ
ン
サ
ス
の
ミ
ク
ロ
デ
ー
タ
か
ら
独
自
に
集
計
し
て
い
る
た
め
，
総
務
省
に
よ
る
公
表
値
と
は
異
な
る
場
合
が
あ
る
。

注
2：
事
業
内
容
等
不
詳
の
事
業
所
は
，
各
産
業
分
類
に
按
分
し
て
あ
る
。
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考えられる。どちらの手法においても，2009

年 7月 2日から 2012年 2月 1日までの間に
おける産業全体の開業率と廃業率の差（開業
率－廃業率）については，マイナス4.1ポイン
ト（ただし，四捨五入の関係で，表 5からは
それぞれ，マイナス4.2ポイント及びマイナ
ス 4.0ポイントと計算される）となっており，
これは推計対象期間における我が国の事業所
数の全体的な減少傾向を表しているとみるこ
とができる。
　産業大分類ごとの年率でみた開業率につい
ては，新たな推計手法では，「M－宿泊業，飲
食サービス業」の 5.2％が最も高い率となっ
ており，その後に「P－医療，福祉」の 5.1％，
そして「J－金融，保険業」の3.9％が続く結果
となっている。単純推計手法による結果と比
較して，1位と 2位が入れ替わっていること
がわかる。廃業率の推計結果をみてみると，
新たな推計手法では「G－情報通信業」が
11.2％と最も高くなっており，その後に「M－
宿泊業，飲食サービス業」の9.4％，そして「J

－金融，保険業」の8.3％が続く結果となって
いる。この順位は，単純推計手法の結果と変
わらないものとなっている。個別の産業に着
目して開業率及び廃業率をみた場合，特に注
目すべきは「P－医療，福祉」であり，新たな
推計手法に基づく推計結果によると，「P－医
療，福祉」では，開業率が5.1％で，廃業率の
4.7％を上回っている。産業全体でみた事業所
の減少率がマイナス4.1ポイントという状況
の中で，「P－医療，福祉」は，開業率が廃業
率を上回る唯一の産業であるということが判
明した。また，新たな推計手法では，「G－情
報通信業」の廃業率が 11.2％となっており，
全ての産業の中で唯一，廃業率が10％を超え
ている産業であるということもわかった。こ
れらについては，単純推計手法による結果に
おいても同様の傾向を示している。

6.2　開業率と廃業率の相関関係
　新たな推計手法と単純な推計手法に基づく
開業率及び廃業率の結果をみると，どちらの

表５　産業大分類別・廃業率及び開業率　新たな手法と単純推計の比較

産業大分類

新たな推計手法に基づく推計結果 単純推計手法に基づく推計結果
（表2・再掲）

開業率（％）
Ro

廃業率（％）
Rc

存続率（％）
（同一産業内での）

Rts

事業転入率（％）
（存続事業所の）

Rti

事業転出率（％）
（存続事業所の）

Rto

開業率（％） 廃業率（％）

合計 3.0 7.2 91.6 1.2 1.2 2.7 6.7
A 農業，林業 3.3 6.2 92.2 1.8 1.6 2.9 6.0
B 漁業 1.7 6.8 92.1 1.5 1.2 1.7 5.5
C 鉱業，採石業，砂利採取業 2.3 7.7 80.6 6.7 11.7 0.9 7.3
D 建設業 1.4 6.6 92.6 1.0 0.8 1.2 6.2
E 製造業 1.4 6.6 91.0 2.7 2.4 1.0 6.1
F 電気・ガス・熱供給・水道業 2.7 4.9 91.9 0.9 3.2 2.5 4.8
G 情報通信業 3.6 11.2 85.8 2.6 3.0 2.8 10.2
H 運輸業，郵便業 2.0 7.0 92.1 1.1 0.9 1.8 6.5
I 卸売業，小売業 3.1 7.5 90.8 0.8 1.7 2.8 7.1
J 金融業，保険業 3.9 8.3 91.1 1.6 0.6 3.3 7.5
K 不動産業，物品賃貸業 1.4 6.0 93.2 1.5 0.8 1.2 5.7
L 学術研究，専門・技術サービス業 2.9 8.0 90.3 1.4 1.7 2.5 7.5
M 宿泊業，飲食サービス業 5.2 9.4 90.2 0.5 0.3 4.7 8.7
N 生活関連サービス業，娯楽業 2.9 6.3 93.1 0.6 0.6 2.7 5.9
O 教育，学習支援業 3.7 7.4 92.0 0.6 0.6 3.3 7.0
P 医療，福祉 5.1 4.7 95.1 0.2 0.2 4.9 4.5
Q 複合サービス事業 0.6 2.4 92.7 0.6 4.9 0.6 2.5
R サービス業（他に分類されないもの） 2.8 6.7 91.6 3.2 1.7 2.3 6.1
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手法による結果においても，他の産業と比較
して開業率が相対的に高い産業については，
廃業率も比較的高い値となっていることがわ
かる。これらの産業は，事業所の入れ替わり
が激しいという特徴があり，新たなビジネス
が生まれる機会が多いものの，撤退する割合
も高い産業であると考えられる。
　この関係について，開業率及び廃業率の相
関関係を示した図 1及び図 2をみると，それ
ぞれの手法による推計結果の差が明瞭に現れ
ていることがわかる。
　ここで，単純推計手法に基づく開業率及び
廃業率の推計結果の散布図を示したものが図
1である。また，新たな推計手法に基づく結
果から同様に作成した散布図を示したものが

図 2である。これらの散布図については，変
数間の相関係数とともに，最小二乗法に基づ
く回帰直線とその数式についても，併せて図
示している。
　どちらの図においても，回帰直線は右上が
りの傾向を示しており，廃業率が高いほど開
業率も高いことがわかる。ただしその相関係
数の大きさ及び回帰直線の傾きについては，
それぞれの手法間で異なっている。単純推計
手法では，相関係数が0.344となっている。一
方で新たな推計手法では，相関係数が 0.455

となっている。このことから，新たな手法に
より推計した開業率及び廃業率は，単純推計
手法に基づく結果と比較して，より相関が強
くなっており，これは，産業間の異動の影響
を考慮して年率で見た場合，相対的に開業・
廃業が活発な産業と，そうでない産業との，
より一層のコントラストを，明瞭に示してい
るとみることができる。
　なお，いずれの散布図においても「P－医
療，福祉」は，上方に大きくはずれた値となっ
ており，他の産業と比較して，開業率が非常
に高い産業となっていることがわかる。

７．おわりに
　本稿では，ビジネスデモグラフィー統計を
作成する際の代替的な手法の紹介とその適用
を行った。ビジネスデモグラフィー統計にお
いては，ビジネスレジスターのみならず，経
済センサスの情報も用いられる。本稿の分析
では，2009年と 2012年に実施された 2つの
連続する経済センサスのミクロデータを有効
に活用して，ビジネスデモグラフィー統計に
おける開業率や廃業率，存続率等の主要な指
標の推計を行った。新たな推計手法により産
業間の異動の影響を考慮した年率の推計結果
をみると，全体の平均的な開業率は，平均的
な廃業率を下回っていることが確認された。
また，相対的に開業率の高い産業については，
廃業率も相対的に高いことが，より明確に，

相関係数：0.344
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図１　 単純推計手法に基づく開業率と廃業率
の推計結果の相関

図２　 新たな推計手法に基づく開業率（Ro）
と廃業率（Rc）の推計結果の相関
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定量的に把握される結果となった。このよう
な結果は，本稿で示した新たな手法により，
産業間の異動の影響を考慮することによって，
より明確に見えてきたものであるといえる。
　今回の代替的な手法によって推計されたビ
ジネスデモグラフィー統計の各種指標につい
ては，事業所母集団データベースを基に推計
されるそれらの結果と比較することができる。
このことは，事業所母集団データベースから
ビジネスデモグラフィー統計を作成すること
を検討する際に，その比較対象・ベンチマー
クとして，本稿における分析結果を活用でき
ることを意味する。これにより，ビジネスデ
モグラフィー統計の安定性などを確認するこ
とが可能となり，今後，より精緻なビジネス
デモグラフィー統計の作成を検討する際の精
度向上にも資すると考えられる。
　なお，今回の分析では，属性区分として産
業大分類を選択したが，このような区分は産
業に限られるものではなく，他の属性につい

ても，本稿で紹介したものと同様の方法で，
分析を行うことが可能である。今後の検討課
題としては，例えば，従業者規模階級を属性
区分とすることで，新設（開業）事業所におい
て生み出された雇用（従業者数）や，従業者規
模ごとの従業者数の変動などを分析するとい
うことが考えられる。これにより，従業者規
模の境界を異動するような事業所の割合を定
量的に把握することが可能となり，その結果
は，統計調査の結果を表章する際の適切な従
業者規模階級の選択にも資するものと考えら
れる。同様の分析は，資本金階級など，他の
属性区分でも行うことができる。
　また，資本金階級や産業をさらに細かくし
たもの，産業と従業者規模階級のクロスした
ものなど，実に多くの様々な属性区分に，全
く同様な手順で推計を行うことができるので，
様々な属性間の異動の動的な分析も可能にな
ると考えられる。

注

1）「Business Demography」に相当する日本語の正式な訳語は，今のところ存在しない。菅・森（2014）
では，「Business Demography」を「企業動態統計」とした場合，従来の年次統計調査の結果と混同さ
れてしまうことから，カタカナ表記で「ビジネスデモグラフィー」としているようである。本稿では，
この考え方に沿いつつ，加工・集計を行った結果としての「統計」としての面を強調するために，
「Business Demography」を，「ビジネスデモグラフィー統計」と表記している。
2）第Ⅱ期「公的統計の整備に関する基本的な計画」では，ビジネスデモグラフィー統計の作成等に関
して，事業所母集団データベースの整備・利活用に関する課題として，別表「今後 5年間に講ずる
具体的施策」第3－1－⑴に，以下のように記述されている。
　事業所母集団データベースを活用して我が国の事業所・企業の実態を把握する統計に加え，事業
所・企業の異動状況や産業の成長・衰退等に着目した統計を作成する。

3）「事業所母集団データベース研究会」（総務省統計局）の検討資料を参照。
4）中小企業白書（2011）（p.179～183）では，経済センサス及び事業所・企業統計調査に基づく開業
率及び廃業率を推計するとともに，雇用保険事業年報（厚生労働省），民事・訟務・人権統計年報
（法務省）及び国税庁統計年報書（国税庁）による行政記録情報の結果を用いて，年次の開業率及び
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An estimation of establishment birth and death rates based 
on the Economic Census

Masao TAKAHASHI＊, Isao TAKABE＊＊

Summary

　In recent years, Business Demography Statistics, which clarify the dynamic state of enterprises and es-

tablishments such as births and deaths, are gaining international attention. Making and disseminating busi-

ness demography statistics are demanded also in Japan. This paper presents an overview of the characteris-

tics and challenges for business demography statistics in some foreign countries, followed by an 

introduction of a new estimation method for compiling business demography statistics based on the results 

of the Economic Census. Then major indicators on business demography statistics such as birth rate, death 

rate and survival rate of establishments are estimated effectively using the microdata of consecutive Eco-

nomic Censuses conducted in 2009 and 2012. The results of the estimation of the above annually adjusted 

rates, which take into account of the effects of transfers among industries, reveal that the industries which 

show high birth rates also show high death rates.
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１．はじめに
　公的統計を作成する統計調査のうち，社会
生活基本調査，就業構造基本調査，労働力調
査などは，副標本によって標本誤差を計測し
ている。副標本による標本誤差1）は，複雑な
標本設計をしている場合や集計項目が多い場
合でも，容易に求めることができる長所があ
る。一方で，各副標本は，それぞれの標本の
値から母集団の値を推定ができるように，標
本構造を同質になるようにしているので，副
標本の組数を多く設定することができない。
副標本の組数が少ない場合には2），標本誤差
の推定値がばらつくという短所がある。毎月
調査している労働力調査については，月々の

標本の大きさは変化しないので，月々の標本
誤差も大きくは変化しないはずである。しか
しながら，8組の副標本による標本誤差の推
定値は，月々大きくばらついていることがわ
かっている（古橋・岩永，1991）3）。
　標本調査においては，調査結果の精度を標
本誤差の推定値によって示している。その標
本誤差が，副標本の大きさや構成の違いに
よってばらつくとするならば，そのばらつき
の有無や大きさを確認し，安定的な標本誤差
を求めることが必要と考える。毎月調査され
る標本調査では，月々の標本誤差によってば
らつくことを確認することができるものの，
数年に 1 回しか調査されない標本調査では，
そうしたことはできない。
　そこで，大規模標本をもつ数年間隔で周期
的に調査される統計調査において，事後的に
設定する副標本による標本誤差がばらつくの

【報告論文】（『統計学』第111号 2016年9月）

副標本による標本誤差の計測

山口幸三＊

要旨
　公的統計を作成する一部の統計調査では，副標本によって標本誤差を計測してい
る。副標本による方法では，複雑な標本設計をしている場合などでも，容易に標本
誤差を計測できる長所がある。一方で，副標本は，それぞれ標本構造を同質にする
ため，副標本の組数を多く設定することができず，標本誤差がばらつくという短所
がある。
　本稿では，大規模標本をもつ数年間隔で周期的に実施される統計調査において，
副標本による標本誤差がばらつくのか，そのばらつきはどの程度なのかを検証した。
検証では，社会生活基本調査を用い，いくつかの異なる副標本に分ける方法による
シミュレーションを行った。その結果，副標本による標本誤差がばらつくこと，副
標本にするには，副標本の組数だけでなく，大きさも考慮する必要があることを確
認した。併せて，安定的な標本誤差を求める方法について提示した。

キーワード
社会生活基本調査，標本誤差，副標本，ブートストラップ法
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か，ばらつきの大きさはどの程度なのかを，
社会生活基本調査を用い，シミュレーション
によって検証する。併せて，いくつかの異な
る副標本の構成を試し，標本誤差のばらつき
がどのように異なるのかも検証する。その上
で，安定的な標本誤差を求める方法について
考察する。

２．社会生活基本調査の標本誤差
　シミュレーションによる検証においては，
平成 13年社会生活基本調査の調査結果を利
用する。検証方法について論ずる前に，その
前提となる平成 13年社会生活基本調査の標
本設計，調査結果の推定方法，標準誤差の推
定方法について簡潔に説明しておく。

2.1　標本設計
　平成 13年社会生活基本調査（以下「社会
調」という。）では，第 1次抽出単位を平成 7

年国勢調査調査区（以下「調査区」という。）と
し，第 2次抽出単位を世帯とする層化 2段抽
出法によって標本抽出している。第 1次抽出
では，都道府県ごとに確率比例抽出により調
査区を抽出し，第 2次抽出では，等確率無作
為抽出により，各調査区から12世帯を抽出し
ている。
　調査対象は，抽出された世帯にふだん住ん
でいる10歳以上の世帯員全員である。
⑴　調査区の抽出（第 1次抽出）
　都道府県ごとに，そこに含まれる調査区4）

を次の基準により配列し，この配列を基に，
各調査区の人口を累積し，累積した人口に基
づく確率比例系統抽出により，調査区を抽出
している。
①　大都市圏に含まれるか否か
②　市町村の人口階級
③　 調査区の特性（国勢調査調査区番号の

後置番号）
④　市区町村コード
⑤　国勢調査調査区番号

⑵　調査世帯の抽出（第 2次抽出）
　調査区は，平均して約50世帯を含む地区で
ある。各標本調査区について，世帯名簿を作
成し，この世帯名簿を基に標本調査区ごとに
定められた抽出率を用いて系統抽出法により
12世帯を抽出している。
⑶　「1日の生活時間」の調査日の選定
　社会調の調査期日は 10月 20日としている
が，「1日の生活時間」に関しては，平日およ
び曜日ごとの結果を集計するため，標本調査
区を無作為に 8つのグループに分け，グルー
プごとに 9日間（10月13日から10月21日ま
で）のうち連続する 2日間を調査日として選
定している。

2.2　調査結果の推定方法
　調査結果のうち，行動者数及び10歳以上人
口は，国勢調査を基に推計した地域（都道府
県），男女，年齢階級別人口を基準人口とする
比推定により算出している。また，延べ時間
も同様に算出し，平均時間は，この延べ時間
を対応する人口（または行動者数）の推定値
で除して求めている。行動者率は，比推定値
の百分比として算出している。平均時間を求
める算式は次のようになる。

X曜日における活動Yの平均時間＝
X曜日における活動Yの延べ時間の比推定値

X曜日における活動Yの人口の比推定値

2.3　調査結果の標準誤差の推定方法
　調査結果の推定値の標準誤差は，副標本に
よって推定している。副標本による標準誤差
の推定は，第 1段の標本抽出において独立で
均等な大きさの数組の標本を抽出しておくの
が本来であるが，社会調では，その近似とし
て事後的に 4組の副標本を設定している。事
後的に 4組の副標本を設定する方法は，都道
府県，曜日（7曜日）ごとに調査区を配列し，
1～ 4の番号を乱数で発生させて起番号とし
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て，起番号から 1～ 4の番号を順番に調査区
に付与する。例えば，乱数で起番号「2」を選
び，順番に 2→3→4→1と組符号を調査区に
付与する。この 4組の副標本ごとに算出され
た推定値を用いて，次式により標準誤差を推
定している。

σ：標準誤差　　i：副標本の組番号
Xi： 第 i副標本による平均時間などの推定値
X： 全標本による平均時間などの推定値

　社会調は，生活時間の配分を調べるために，
調査世帯を曜日別に振り分けて，調査してい
るので，曜日ごとに標準誤差を推定している。
標準誤差の推定値としては，報告書に平日
（月曜日～金曜日），土曜日，日曜日の 3区分
と週全体を掲載している。
　ここで，事後に副標本を設定することにつ
いて，事前に標本設計段階で副標本を設定す
る場合との比較で考える。社会調では，都道
府県ごとに，調査区を一定の基準に基づいて
配列し，系統抽出している。標本抽出の段階
で同質の 4組の副標本にする場合は，副標本
にしない場合と比べると，4つの抽出起番号
を無作為に選び，抽出間隔を 4倍にして抽出
することになる。これは，事後的に順序に
従って組符号を振り分けて，副標本を設定す
ることとほぼ同じことを行っている5）。ただ
し，抽出起番号を無作為抽出で選定するのか，
系統抽出で選定するのかの違いはある。仮に，
各副標本が同質でない場合は，標準誤差を過
大推定することになる。しかし，各副標本に
おける差異が同じように生じるならば，必ず
しもばらつく要素にはならないと考えられる。
なお，事前に副標本を設定している場合には，
実際の調査で有効回答が得られなかった調査
区が特定の副標本に偏る可能性が考えられる
が，事後に設定する場合は，そのようなリス

σ =
−

−
=
∑1

4 4 1
2

1

4

( )
( )X Xi

i

クが回避される。

３．検証方法
　副標本による標準誤差のばらつきをシミュ
レーションによって検証する方法と，副標本
によって推定する標準誤差をブートストラッ
プ法による標準誤差の推定値によって検証す
る方法について述べる。

3.1　シミュレーションによる検証方法
　副標本による標準誤差のばらつきについて
は，社会調のミクロデータ（調査票情報）を用
い，シミュレーションによって，副標本によ
る標準誤差を幾通りにも推定して検証する。
シミュレーションによって検証するのは，社
会調が，労働力調査のように毎月の標準誤差
を算出できず，1回しか算出することができ
ないためである。
　本稿では，曜日，都道府県ごとに 4組の副
標本を設定し，都道府県の 4組の副標本を組
み合わせ，曜日ごとに幾通りもの 4組の副標
本を作成することによってシミュレーション
が可能になっている6）。
　標準誤差の推定値としては，報告書の標準
誤差の推定値と同様に平日，土曜日，日曜日
の 3区分と週全体とする。推定に使用してい
るのは，生活時間のうちの「趣味・娯楽」の時
間である。「趣味・娯楽」とした理由は，「睡
眠」や「食事」のように，たいていの人がその
行動をとるような種類でなく，人によって選
択が多様であり，時間のばらつきがちな種類
の行動として選択した。
　社会調と同様に，曜日ごとに事後的に分け
た副標本ごとに生活時間の推定値を求める。
副標本に分ける方法は，次のとおりである。
⑴　 調査区を都道府県，調査区の番号順に

配列し，社会調と同様の方法（2.3節の
方法）で 4組の副標本に分ける。

⑵　 社会調における「調査区の抽出」と同
じ配列とするために，調査区の並びに
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大都市圏，都市階級を追加し，社会調
と同様の方法で 4組の副標本に分ける。

⑶　 調査区番号を使用せずに，都道府県ご
とに調査区を無作為に並べ，組符号を
順番に付与する方法で 4組に分ける。

⑷　 系統的に番号を付与するのではなく，
無作為に乱数で 1 ～ 4 の番号を付与
する方法で4組に分ける。

⑸　 4組ではなく，副標本を 6組，8組に
分ける。副標本に分ける方法は⑴と同
じとする。

　⑴，⑵，⑸では，基本的には社会調で行っ
ている組別に分ける方法をとっている。組符
号を順番に付与して副標本に分けるのは，調
査区の並びに一定の規則性があるため，それ
ぞれの組に似通った標本調査区が振り分けら
れるためである。⑶，⑷においては，社会調
で行っている方法ではなく，データを並び替
える方法によって組別に分けている。⑸につ
いて，副標本の組数は多い方が標準誤差を安
定的に推定できるものの，各副標本を同質に
することを考えるならば，副標本の組数は 4

組から10組までが望ましいとされている（浅
井，1987）7）。しかし，4組という副標本の組
数は少ないと考え，組数を増やした場合につ
いて行った。
　以上の方法により，曜日ごと，都道府県ご
とに副標本を設定し，都道府県の副標本を組
み合わせ，曜日ごとに副標本を作成する。こ
れらの副標本を用いて 100回8）のシミュレー
ションを行い，曜日別，組別の生活時間の推
定値を求め，曜日ごとの標準誤差を推定する。
生活時間および標準誤差の推定には，それぞ
れ2.2節，2.3節の式を用いている。そして，平
日，土曜日，日曜日の 3区分と週全体に集約
し，標準誤差の平均，標準誤差の標準偏差な
どを求める。この結果から，標準誤差がばら
つくかどうか，ばらつきの大きさはどの程度
かを評価し，ばらつきを大きくする要素につ
いても考察する。

3.2　ブートストラップ法による検証方法
　ブートストラップ法によって標準誤差の推
定値を求め，標準誤差の推定値を比較するこ
とにより，副標本による標準誤差の推定値の
大きさについて検証する。ブートストラップ
法は，標本から再抽出することによってブー
トストラップ標本を作成して推定量を計算し，
再抽出を何回も繰り返して，ブートストラッ
プ標本間の推定量のばらつきから分散を推定
する方法である（Efron, 1979）。このブートス
トラップ法によって標準誤差を推定するのは，
標準誤差の算出式を導出することなく，複雑
な理論式を大量の反復計算によって置き換え
ることができる手法であり，かつ安定的な標
準誤差を算出できるとされているからである。
　標本調査区を母集団とみなして，社会調の
抽出方法に基づいて，復元を許した無作為抽
出を1000回反復して推定値を求め，その推定
値に基づいて，推定値 Xの標準誤差を算出す
る。

　　ただし，

σ：標準誤差
X（i）： 各回における平均時間の推定値
X（·）： 各回の平均時間の推定値の平均

　ブートストラップ法においては，抽出回数
を多くすると，標準誤差は安定する。ただし，
特に何回以上必要と決まっているわけではな
い。そこで，どの程度の抽出回数で分散が安
定するのかを試みたところ，抽出回数が多く
なればなるほど安定性を増し，1000回ではほ
ぼ安定的とみなせた。
　ブートストラップ法による分散の推定では，
無限母集団から無作為抽出した標本を想定し
ているので，有限母集団からの非復元無作為
抽出した標本ではバイアスが生じるとされ，

σ =
−

− ⋅{ }

⋅ =
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バイアスを除去する方法が提案されている。
その方法の 1つであるRescaling Bootstrap法
（Rao and Wu, 1988）を試したが，単純なブー
トストラップ法の値との差がない結果となっ
た。そのため，バイアス調整を厳密にしなく
とも，単純なブートストラップ法を適用して
求めた標準誤差は検証に使えると判断した。

４．生活時間における推定結果
　シミュレーションによる検証方法で推定し
た結果に基づいて，標準誤差が副標本の構成
によって，どのように変化しているのかを考
察する。副標本による標準誤差の推定値につ
いては，ブートストラップ法によって推定し
た標準誤差との比較から考察する。

4.1　推定結果
　「趣味・娯楽」における推定結果としては，
100回のシミュレーションの結果を平均した
平均時間と標準誤差を表に掲載している。標
準誤差については，100回のシミュレーショ
ンにおける標準偏差，中位数，四分位範囲，最
大と最小の倍率を示している。
⑴　4組による標準誤差
　「趣味・娯楽」における週全体の平均時間
42.212分，標準誤差 0.277分，標準誤差率
0.66％である。標準誤差の標準偏差は，0.048分
となっている（表 1）。標準誤差は，週全体で
小さく，日曜日で大きい結果となっている。
標準誤差の標準偏差は，週全体，平日で小さ
く，土曜日，日曜日で大きくなっている。
⑵　 大都市圏・都市階級で並び替えた 4組に

よる標準誤差
　「趣味・娯楽」における週全体の平均時間
42.220分，標準誤差 0.324分，標準誤差率
0.77％である。標準誤差の標準偏差は，0.055分
となっている（表 2）。この方法が社会調の方
法に従っているので，本来の標準誤差に近い。
⑴の結果と比べると，標準誤差および標準誤
差の標準偏差ともに大きくなっている。大都

市圏・都市階級で並び替えることによって，
標準誤差のばらつきは小さくなっていない。
なお，大都市圏，都市階級の組み合わせでは
なく，都市階級のみで並び替えたとしても同
様の結果であった。
⑶　 調査区の並びを無作為にした 4組による

標準誤差
　「趣味・娯楽」における週全体の平均時間
42.212分，標準誤差 0.287分，標準誤差率
0.68％である。標準誤差の標準偏差は，0.044

分となっている（表 3）。⑴の結果と比べると，

表１　 生活時間の副標本による標準誤差 
（４組）

平日 土曜日 日曜日 週全体

平均時間（分） 34.104 56.572 68.394 42.212

標
準
誤
差

平均（分） 0.360 0.371 0.551 0.277

標準偏差（分） 0.073 0.143 0.215 0.048

中位数（分） 0.358 0.363 0.548 0.274

四分位範囲（分） 0.104 0.233 0.277 0.067

最大 /最小（倍） 3.414 9.222 8.096 2.298

注 1： 平均時間，標準誤差ともに100回のシミュレーショ
ン結果の平均（表 5まで同じ）。

　 2： 標準誤差の平均は全標本によって算出した値（表 5
まで同じ）。

表２　 生活時間の副標本による標準誤差 
（４組，並び替え）

平日 土曜日 日曜日 週全体

平均時間（分） 34.117 56.567 68.388 42.220

標
準
誤
差

平均（分） 0.422 0.394 0.658 0.324

標準偏差（分） 0.081 0.175 0.247 0.055

中位数（分） 0.422 0.376 0.625 0.325

四分位範囲（分） 0.119 0.267 0.252 0.087

最大 /最小（倍） 2.859 15.685 10.913 2.608

表３　 生活時間の副標本による標準誤差 
（４組，並びを無作為）

平日 土曜日 日曜日 週全体

平均時間（分） 34.103 56.573 68.398 42.212

標
準
誤
差

平均（分） 0.365 0.500 0.591 0.287

標準偏差（分） 0.067 0.199 0.233 0.044

中位数（分） 0.360 0.482 0.602 0.286

四分位範囲（分） 0.097 0.294 0.367 0.061

最大 /最小（倍） 2.922 8.431 17.908 2.331



『統計学』第111号 2016年9月

22

標準誤差は少し大きくなっている。標準誤差
の標準偏差は，曜日によって異なるものの，
ほぼ同じ程度の結果となっている。
⑷　無作為に 4組に分けた場合の標準誤差
　標本を乱数により 4組に分けた場合につい
ては，各組の副標本の大きさが不均等9）にな
り，各副標本の同質性に問題があると考えら
れる。そのため，副標本によって標準誤差を
求める場合に，この分け方を採用するのは適
切でないと判断した。
⑸　副標本の組数を増やした場合の標準誤差
　6組の副標本の場合，「趣味・娯楽」におけ
る週全体の平均時間42.194分，標準誤差0.273

分，標準誤差率0.65％である。標準誤差の標
準偏差は，0.036分となっている（表 4）。⑴の
結果と比べると，標準誤差は週全体，平日で
小さく，土曜日，日曜日で大きくなっている。
標準誤差の標準偏差は，総じて小さくなって
いる。8組の副標本の場合は，標準誤差は日
曜日を除いて大きくなっている。標準誤差の
標準偏差は，小さくなっている（表 5）。
⑹　ブートストラップ法による標準誤差
　ブートストラップ法による結果は，「趣
味・娯楽」における週全体の平均時間42.499

分，標準誤差0.297分，標準誤差率0.70％であ
る（表 6）。週全体の平均時間の標準誤差は，
⑴との差はあまりない。

4.2　推定結果についての考察
　副標本による標準誤差の推定において，標
準誤差が大きくばらつくことは確認できた。
ばらつきを小さくするために，副標本の同質
性を高める方法として，データの並び替えを
試みたものの，はっきりした結果は得られな
かった。これは，都道府県別に分けているた
めに市（区）町村番号順の並びと大都市圏・
都市階級による並びにその差異がなかったた
めと推測される。
　また，並びを無作為にする方法で 4組に分
けたところ，並びを規則的にした場合と結果

にあまり差異がなかった。標本設計において
調査項目に即した層別がなされていないこと，
生活時間という調査項目の性格から，差異を
生じさせなかったと考えられる。そのことが
並びによって各副標本を同質化する効果がな
いようにみせているとも考えられる。
　社会調において，副標本の組数は 4組と少
なく，ばらつきを生じさせる要素であるので，
副標本の組数を増やして，標準誤差のばらつ
きを小さくする可能性を試した。組数を増や
すことによってばらつきは小さくなるものの，
土曜日では 4 組と 8 組がほぼ同じになるよ
うに，単純に組数を増やせば，ばらつきが小
さくなるわけでもない。組数を増やしたとし
ても，同質性が保たれず，副標本の大きさ10）

が十分確保されずに，標準誤差のばらつきが

表４　 生活時間の副標本による標準誤差 
（６組）

平日 土曜日 日曜日 週全体

平均時間（分） 34.079 56.566 68.397 42.194

標
準
誤
差

平均（分） 0.349 0.404 0.603 0.273

標準偏差（分） 0.054 0.128 0.191 0.036

中位数（分） 0.356 0.386 0.599 0.275

四分位範囲（分） 0.086 0.174 0.280 0.054

最大 /最小（倍） 2.148 7.767 8.319 1.930

表５　 生活時間の副標本による標準誤差 
（８組）

平日 土曜日 日曜日 週全体

平均時間（分） 34.082 56.577 68.389 42.197

標
準
誤
差

平均（分） 0.381 0.512 0.544 0.293

標準偏差（分） 0.048 0.141 0.136 0.033

中位数（分） 0.384 0.492 0.532 0.291

四分位範囲（分） 0.072 0.160 0.189 0.045

最大 /最小（倍） 2.041 4.110 3.898 1.837

表６　 生活時間のブートストラップ法による
標準誤差

平日 土曜日 日曜日 週全体

平均 34.211 57.517 68.925 42.499

標準誤差 0.382 0.547 0.625 0.297
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大きくなる可能性もありえる。
　ブートストラップ法による標準誤差の推定
では，標準誤差のばらつきをみているわけで
はなく，副標本による標準誤差の推定値の妥
当性を検証しようとするものである。副標本
による結果の平均した値は，ブートストラッ
プ法による結果にほぼ近似しているとみられ
るので，推定値として妥当とみられる。
　副標本による 1回限りの推定では，最大と
最小の倍率をみても，偶然に高い値，低い値
になる可能性があるので，安定した標準誤差
を推定するためには，複数回の推定値の平均
か，または平均とほぼ近似している中位数に
よって妥当な結果が得られると考える。

５．生活行動における検証
　社会調では，生活時間のほかに生活行動に
ついても調査している。生活行動については，
調査期日（10月20日）までの 1年間に活動し
たかどうかを調べている。生活行動について
も検証し，その結果について述べることとす
る。

5.1　シミュレーションによる検証方法
　社会調は，大規模標本調査ではあるが，生
活時間の調査では，調査の性格上，曜日ごと
に分ける必要があるので，標本の大きさの効
果があまりないことが考えられる。生活行動
の調査では，曜日に分ける必要がないので，
生活行動の結果から標本の大きさの効果を確
認する。シミュレーションの方法は，生活時
間と同様とし，生活行動の「趣味・娯楽」の
「スポーツ観覧（テレビ等は除く）」の行動者
について算出する。生活時間での「趣味・娯
楽」に合わせ，生活行動の中から比較的行動
者が確保できる種目を選択した。生活時間の
⑴，⑸の方法によって副標本に分け，⑸の方
法における組数は，6組，8組，10組の 3通
りとする。

5.2　シミュレーションによる推定結果
　4組の副標本による標準誤差の推定におい
て，シミュレーション 100回の平均した「ス
ポーツ観覧（テレビ等は除く）」の行動者率は
19.423％，標準誤差0.162％，標準誤差率0.83％
である。標準誤差の標準偏差は，0.066％と
なっている。
　4組，6組，8組，10組の副標本による標
準誤差をみると，行動者率の標準誤差は，4

組，6組の場合はほぼ同じ，8組，10組は大
きくなっている。標準誤差の標準偏差は，6

組，8組は同じ値であるものの，組数が増え
ることによって小さくなっている（表 7）。
　生活行動では，生活時間よりも各副標本の
大きさは確保されるので，標準誤差の数値に
も影響せずに，ばらつきは小さくなっている
と考えられる。

６．おわりに
　副標本による標準誤差の計測は，1つの有
効な方法であるものの，生活時間の推定結果
からみると，標準誤差は安定的ではない。副
標本の組数を増やした場合の標準誤差をみる
と，組数を多くするだけではなく，副標本の
同質性を確保するためにも，ある程度の標本
の大きさを考慮して，副標本にする必要性が
あることが確認できる。
　数年に 1回の調査においては，副標本によ
る標本誤差が妥当な結果であることを本稿の
シミュレーションのような実験によってしか

表７　生活行動の副標本による標準誤差
4組 6組 8組 10組

行動者率（％） 19.423 19.423 19.417 19.412

標
準
誤
差

平均（％） 0.162 0.160 0.181 0.173

標準偏差（％） 0.066 0.048 0.048 0.044

中位数（％） 0.153 0.162 0.179 0.171

四分位範囲（％） 0.091 0.059 0.074 0.058

最大 /最小（倍） 12.145 6.096 4.181 3.265

注 1： 行動者率，標準誤差ともに100回のシミュレーショ
ン結果の平均。

　 2：標準誤差の平均は全標本によって算出した値。
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注

1）副標本による標本誤差の推定については，Wolter（1985）などを参照のこと。
2）社会生活基本調査，就業構造基本調査，労働力調査の副標本の組数は，それぞれ 4組，6組，8
組である。

3）労働力調査の副標本による標本誤差のばらつきは，副標本の大きさが十分に大きくないこと，副
標本の組数が少ないこと，実際に調査された結果としての各副標本の値には非標本誤差が含まれて
いることから生じるばらつきであると考えられる。また，副標本による標本誤差は，ブートストラッ
プ法による標本誤差や理論式に基づいた標本誤差に比べると，少し大きく計測されている。

4）社会生活基本調査において調査する事項の性格上，標本調査区は，社会施設・大きな病院のある
調査区など一部を除いた調査区の中から抽出している（総務省統計局，2003）。

5）事後に作成する副標本は，独立に抽出された標本ではない。そのため，副標本による分散は，不
偏推定量ではなく，過大推定となっている。

6）全国の分散を推定するのに，都道府県ごとに 4組の副標本によって分散を求め，その分散を加重
平均して推定する方法はとっていない。この方法では，都道府県ごとの分散は一通りしか得られず，
シミュレーションによる実験を行うことができないためである。

7）副標本の組数について，土屋（2009）は，安定した分散を推定するためには10組以上が必要とし
ている。

8）労働力調査での副標本による標準誤差の推定では，12か月分の標準誤差から標準誤差のばらつき
を確認している。そして，12か月分の標準誤差の平均が理論式による標準誤差やブートストラップ
による標準誤差よりも大きく計測されているが，平均することによって安定的な結果が得られてい
る。そのことからシミュレーションの回数は，12回以上あれば有効と考えたが，多くして100回と
した。

9）無作為による 4組に分ける方法では，各副標本の大きさは均等にならない。日曜日の副標本の大
きさを例にとると，調査区数で976，937，967，927（全調査区 3807）のように差異が生じる。他の
分ける方法でも差異は生じる場合があるものの，ほぼ均等とみなせる。

10）社会調の標本の大きさは，生活時間については，平日約138,400人，土曜日約115,000人，日曜日
約114,500人，週全体約367,900人である。生活行動については，約185,900人である。1副標本当た
りの大きさは， 4組の場合それぞれ 4分の 1で，平日約34,600人，土曜日約28,700人，日曜日約
28,600人，週全体約92,000人，生活行動約46,500人である。

11）データを並び替える方法では，その方法によって分散を過大推定することに留意する必要がある。
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Estimation of Sampling Errors by using Sub－Samples
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Summary

　Some official statistical surveys estimate sampling errors by using sub－samples. This method has advan-

tages in that sampling errors can be easily estimated, even in surveys with a complex sample design. How-

ever, the method has disadvantages in that the sampling errors are varied.

　The Survey on Time Use and Leisure Activities is a statistical survey carried out at several year inter-

vals with a large sampling unit. In this paper, we study whether the sampling errors by using sub－samples 

in this survey are varied, and the degree of the variation, by using a simulation technique. As a result, we 

verify that the sampling errors by using sub－sample varied. In addition, we present a method of estimating a 

stable sampling error.
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１．本書の概要と特色
　1993年に衆参両院で採択された「地方分権
の推進に関する決議」から20年以上が経過し
た。この間，規制緩和や権限移譲によって地
方自治体を取り巻く環境は大きく変化した。
一方，制度的側面だけでなく，各地域の人口
構成や経済状態も大きく変容しており，人口
が集中する地域がある一方で，高齢化・過疎
化に苦しむ地域も数多く存在している。また
2014年からは，「地方創生」のキーワードのも
と，地方自治体自らが将来の戦略を策定し，
地域活性化に向けた政策的取り組みを行うこ
とが求められており，これまで以上に自地域
の経済状態を正確に把握し適切な政策立案を
行うことが望まれている。
　地域の産業構造を描いた「地域産業連関
表」（以下では「地域表」と呼ぶ）は，地域経済
の実態を把握し政策立案を行う際に，多くの
基礎的な情報を与える統計データとして有用
である。我が国では，既に全ての都道府県に
おいて産業連関表が整備・公表されており，
経済波及効果分析を行う，あるいは都道府県
民経済計算推計の基礎データとして使用する
等，様々な用途で活用されている。一方で都
道府県より小さな行政単位でみた場合には，

政令指定都市などいくつかの市を対象とした
産業連関表の作成は行われているものの，そ
の数は少なく，前述のような「地方創生」ブー
ムの中で多くの市区町村が産業連関表の作成
に多大な関心を寄せているのが現状である。
　さて本書は，まさにこの地域表について，
基礎的な分析手法に始まり，推計手法の詳細，
さらには地域表を利用した様々な分析事例に
至る幅広い範囲を取り扱ったものである。地
域表を題材とした入門書や解説書は数多く存
在するが，本書の内容は，以下の 2点におい
て他と一線を画する特色を持っている。
　1つは，本書が，単一地域を対象とした「地
域内産業連関表」（以下では「地域内表」と呼
ぶ）ではなく，複数の地域内表を接続した上
で地域間の部門別交易を取り込んだ「地域間
産業連関表」（以下では「地域間表」と呼ぶ）を
主たるテーマとしている点である。前述のよ
うに，現状では市区町村を単位とした産業連
関表作成のニーズが高まってはいるが，そも
そもなぜ小地域を対象として産業連関表を作
成する必要があるのか，という点については，
改めて考える必要がある。一般的に，地域が
小さくなればなるほど，当該地域内では特定
の生産物のみが生産され，それを輸出すると
同時に他の多くの生産物を輸入するような経
済構造が観察される。このような小地域経済
を対象として地域内表を作成したとしても，
多くの部門における地域内生産額は 0あるい
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は極めて小さなものとなり，したがって地域
内の産業間の連関は小さく，地域内の波及効
果分析を行うことの意味も薄い。小地域の経
済を把握するうえで重要な点は，自地域の産
業構造に加えて，他地域との関係にある。自
地域の生産が他地域の需要に支えられている，
あるいは自地域の需要が他地域の生産を誘発
している，といった関係を明らかにすること
ができれば，自地域経済の発展に向けた方策
を考えることもできよう。その点からいえば，
他地域との部門別交易を描いた地域間表を用
いることによって，例えば他地域から移入さ
れる生産物の中間財として自地域産財が使用
されているようなケースについても，地域間
の複雑な波及効果のやり取りを正確に分析す
ることが可能となる。小地域を対象とした地
域表作成のための入門書や解説書が数多く存
在する中で，地域間表のみにターゲットを
絞ったものは稀であり，その点において本書
は貴重な情報を与えてくれるであろう。
　本書のもう 1つの特色は，推計手法に関す
る基本的なスタンスにある。日本の産業連関
表（いわゆる基本表のこと，以下では「全国
表」と呼ぶ）が，10府省庁の共同作業として
4年がかりで作成されることからも明らかで
あるように，1つの産業連関表を誠実に作成
しようと思えば，膨大なコストと人員が必要
となる。しかし言うまでもなく，市区町村レ
ベルにおいて産業連関表作成に割り当てられ
るコストや人員は限られたものであることか
ら，どうしても，対象地域が小さくなればな
るほど，より簡便的な手法によって地域表を
作成してしまおうという誘因が働く。これは
ある程度やむを得ないことではあるが，あま
りにも簡便的な手法を適用することは問題で
ある。極端な事例をあげれば，一国の産業連
関表を人口比で按分しただけの表を作成した

場合，その表が地域の産業構造を表しておら
ず，その表を用いて行った分析の結果がまっ
たく意味を持たないことは明らかであろう。
ここまでひどい推計手法でなくとも，小地域
の地域表に関しては，いわゆる「ノンサーベ
イ法」によって表を作成することがいわば常
識と化している現状がある。ノンサーベイ法
とは，地域表作成のための統計調査を一切行
うことなく，何らかの仮定1のもとで地域表
を推定してしまおうという試みの総称である。
言うまでもなく，理想的な地域表推計の方法
は，当該地域の産業構造や交易構造に関して
統計調査を実施し，そこで得られた統計デー
タに基づいて推計を行うことである。しかし
これには膨大なコストがかかる。コスト面で
制約がある状況のもとで地域表を作成する場
合に，ノンサーベイ法の適用はやむを得ない
ものではあるが，部分的であったとしても可
能な限り統計調査の結果に基づいた推計手法
（サーベイ法）を適用する努力をすべきであ
る。また仮にノンサーベイ法を適用するとし
ても，少なくとも，推定の誤差がどの程度の
レベルにあるのかを把握したうえで，ノン
サーベイ法の中でもできる限り精度の高い方
法を利用することが必要であろう。その観点
からいえば，本書では，既存のノンサーベイ
法とサーベイ法の結果を比較したうえで，独
自のノンサーベイ法が提示されている。この
点は，本書の重要な特色の 1つである。

２．「基礎編」（第 1章～第 4章）の内容
　章別の細かい内容に言及すれば，まず第 1

章では，地域表全般（地域内表および地域間
表）の表章形式や，一般的に用いられている
分析手法に関する解説が行われている。また，
本書前半部分のメインテーマとなる，「完全
分離法（Perfect Separation Method）」の第 1段

1 　 例えば，ノンサーベイ法の一種であり本書第 5章で説明されているLQMでは，「特化係数の大きさに応じて地
域間の交易係数が決定される」といった仮定に基づいて地域表が作成されることになる。
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階として，全国表と 1つの地域内表（ただし
その地域は全国に含まれる）から 2地域間表
（当該地域と国内その他地域）を作成する手
法についても述べられている。続く第 2章で
は，完全分離法の拡張として，2つ以上の並
列的な地域（例えばA市とB市など）の地域
内表と全国表から 3地域以上の地域間表を作
成する際の方法が示されている。本書では，
これを完全分離法の「並列的拡張」と呼んで
いる。これに対し第 3章では，完全分離法の
「垂直的拡張」として，全国表と地域表および
その地域に含まれる小地域の地域表から 3地
域間表（例えば，全国－県－当該県内の市を
接続した表など）を作成する方法が示されて
いる。どのような地域を対象として地域間表
を作成するかという点は，分析目的に依存し
て決定されるべきものであるが，市区町村レ
ベルの小地域において産業連関分析を行う場
合，他の市区町村との関係を明らかにすると
いうよりは，むしろ当該市区町村が所属する
都道府県や国との関係を明らかにすることが
必要とされるケースも多いだろう。その点か
ら考えれば，第 3章で示される垂直的拡張の
手法は，特に小地域の産業連関分析を行う際
に有用なものとなるであろう。
　続く第 4章では，家計部門を内生化した分
析モデルに関して説明が行われている。家計
部門の内生化とは，一言で言えば，発生した
雇用者所得（あるいは付加価値額）の一部が
再度家計の最終消費支出となり，新たな生産
を誘発するような効果を分析モデルに導入す
ることである。一般的に行われている波及効
果分析においても，外生変数として与えた最
終需要額ベクトルによって誘発された生産額
を一次効果としたうえで，その際に誘発され
た雇用者所得に一定の係数2を乗じて作成し

た家計消費ベクトルを再度外生変数として与
えて二次波及効果を計算し，両者を合計した
ものを最終的な波及効果とするような処理が
行われている。この一般的な手法では，家計
消費を通じた二次的な波及効果のみを考慮し
ているのに対し，本書第 4 章のモデルでは，
ここで述べたような家計消費を通じた波及効
果の計算を 1度だけでなく無限に繰り返した
結果，最終的な合計金額を求めていることに
なる。これによって，求められる波及効果は，
家計部門を内生化しないケースに比較して大
きなものになる。
　以上の第 1～ 4章が，本書の第 1部「基礎
編」である。ここでの内容の中には，注意す
べき点もいくつかある。その 1つは，第 3章
までに示された完全分離法において，地域間
の部門別交易の構造がどのように決定されて
いたのかという点である。一般的に，地域内
表を用いて波及効果分析を行う際に最も重要
と言えるパラメータは，部門別の地域内需要
額に占める移輸入額の割合を表す移輸入係数
である。中間財として移輸入品が用いられる
ことによって，生産波及効果は地域外に漏出
してしまうことになるため，移輸入係数の大
きさは地域内の波及効果の大きさに強い影響
を与えることになる。地域間表の場合も同様
であり，部門別の地域内需要額に占める移入
地域別の移入額を正確に把握することが，地
域間表を用いた分析の精度を保つ際の最も重
要な条件となる。しかしながら，本書の中で
も示されているように，第 1章から第 3章の
完全分離法による地域間表作成手法では，
『地域 IO表の移出・移入の地域割り振りがあ
らかじめ確定していることを前提としてい
る』（本書 p.34より）3。この問題については，
後の第 5章の中で取り扱われている。この第

2　 通常は，家計消費に関する統計調査より得られる「家計の雇用者所得に対する財・サービスの種類別の消費支
出額の割合」などを用いることが多い。

3　 つまり，地域内需要額に占める相手地域別の移入額比率（地域交易係数）については，何らかの方法によって事
前に推定されていることを仮定して，第 1章から第 3章の議論が進められている。
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5章は，本書の核となる内容であり，作成さ
れる地域間表の価値を決定付ける重要なもの
であるといえることから，基礎的な内容の修
得を目的とした読者であっても，少なくとも
第 5章までは細かく目を通すことが望まれる。
　第 4 章までの前半部分においてもう 1 つ
注意すべき点は，家計部門の内生化に関する
考え方である。第 4章のモデルでは，付加価
値額に一定の比率をかけて新たな家計消費ベ
クトルを計算するような方法が採られている。
しかしながら現実の家計の消費活動に目を向
ければ，付加価値額や家計消費額の増加が，
新たな雇用の創出によって達成されたもので
あるのか，これまでと同じ労働者の労働時間
延長（つまり残業）によって達成されたもの
であるのかは産業や時点，地域によって様々
であろう。もしも労働時間延長によって達成
されたものであれば，所得が増加した際に，
全ての財・サービスの消費額が同率で増加す
ることは考えにくく，その場合，誘発された
付加価値額に一定の比率をかけて新たな家計
消費ベクトルを計算するという方法は正当性
を持たない。また，勤務地と居住地が異なっ
ているケースを考えれば明らかであるように，
雇用者所得が発生した地域と家計消費が計上
される地域が同一である保証はない。そこで
第 4章のモデルにおいても，発生した所得の
何割が自地域内で消費されるのか，といった
地域内消費の比率を設定し，このような問題
に理論的観点から対処している。しかし実際
の分析に際しては，発生した所得のうち自地
域内の消費が占める割合を具体的に把握する
必要があり，そのためには自地域内消費比率
に関する統計調査を実施しなければならない。
さらに，仮に何らかの調査を行い，自地域内
消費比率のデータを得ることができたとして
も，その比率が常に変化しない保証はない。
産業連関分析を行う上で重要なパラメータと
なる投入係数は，財・サービスの生産技術や
価格体系に変化がない限り，一定の値を取る

ことが前提とされており，その仮定は理論的
側面からも実証的側面からも一定程度の妥当
性を持っている。しかし付加価値に対する家
計消費の比率や自地域内消費比率が一定であ
るという根拠はなく，従ってこれらの比率を
分析モデルに導入することは，分析結果の精
度を低下させる要因となるであろう。この問
題点は，前述のような一般に広く用いられて
いる二次的な波及効果の計算にもまったく同
様に発生するものである。家計部門を内生化
することによって，計算される波及効果は増
大することになる。それ故に，多くの分析事
例の中でこの手法が用いられてはいるが，精
度面での問題がある以上，家計消費の取り扱
いについてはより慎重な対応が望まれるので
はないだろうか。

３．「応用編」（第 5章～第 9章）の内容
　本書の内容に戻れば，第 5章以降は「応用
編」と位置付けられている。第 5章では，前
述のように，地域交易係数の推計手法につい
て詳細な説明がなされている。第 1 節では，
地域表推計に広く用いられているノンサーベ
イ法の 1 つである LQM（Location Quotient 

Method）によって推定された交易係数とサー
ベイ法で作成された交易係数を比較し，LQM

の精度が必ずしも高いものではないことが示
されている。また第 2節において，先行研究
における交易係数の推定手法に関するサーベ
イや物流センサスをはじめとした既存統計の
活用について述べたうえで，第 3節では，交
易係数の新たな推定手法を提示するとともに，
浜松市のデータを用いて実際に推定を行い，
その結果について考察している。前述のよう
に，コスト面の制約がある小地域の産業連関
表推計において，ノンサーベイ法を用いるこ
とはやむを得ない側面もあるが，ただ単に既
存の手法を援用するだけでなく，様々な手法
について検討した上で新たな手法を提示し，
さらに結果の検証まで行っている点は，本書
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における画期的な取り組みであると言えよう。
　続く第 6章から第 9章までは，実際の地域
間表を用いた分析事例が示されている。各章
では，人口減少，TPP，空港（観光問題），研
究開発拠点誘致，といったトピックに関する
経済波及効果の計測が行われており，現在の
地域経済を取り巻く多岐にわたる課題につい
て様々な分析が行われている。近年，都道府
県や市区町村の統計担当者からの相談として
最も多い内容の 1つとして，「地域表を作成
してみたものの，どのように使用してよいの
かわからない」といったものがある。確かに，
産業連関分析の理論モデルの基礎を理解した
としても，実際に分析を行う際には理論モデ
ルでは想定していないような様々な問題が発
生することがある。一方で，自らが行いたい
分析に類似した分析事例をネット等で探した
としても，その分析事例において適切な分析
手法が使用されている保証はなく，また実際
に明らかな誤りを含んだ分析結果もネット上
には多く存在している。そのような中で，
様々な分析事例を詳細に記載した本書は，産
業連関分析の初心者でありながら実際に分析
を行う必要がある場合に有用な参考資料とな
るであろう。ここで述べたように，全 9章中
の 4 章が分析事例に割かれているという点
も，本書の特色の 1つであると言える。

４．小地域産業連関表の今後に向けて
　ここまで見てきたように，本書は，市区町
村レベルの小地域における産業連関表の作成
から分析までを幅広く取り扱ったものである。
この内容は，現在のいわば「小地域産業連関
表ブーム」における地域表にまつわるニーズ
を満たすには十分なものであると言える。し
かしあえて更なる課題をあげるとすれば，

「そもそも小地域の産業連関表をどのような
目的で何のために作成・利用するのか」とい
う点については再考すべきではないか。本書
で取り上げられている分析事例は，単なる地
域内表ではなく 3地域以上を対象とした地域
間表を用いた事例であったり，家計を内生化
したモデルであったり，様々な工夫がなされ
ているものの，基本的にはどれも地域経済へ
の波及効果を求めるものであった。大企業の
工場を誘致する，大規模な観光施設を建設す
る，といったシナリオに基づいて経済波及効
果を計算し，その結果の大きさに応じて計画
の是非を検討する，といったスタイルは，確
かに現在でもなお地域経済活性化方策の 1つ
の手法ではある。しかしながら現在の日本で，
このような旧来型の方策を実現できる地域は
数少ない。多くの地域では，膨大なコストを
かけることなく，現在ある資源を効率的に活
用する方策を考えなければならない。
　本稿第 1節でも述べたように，小地域を対
象として波及効果分析を行えば，多くの場合，
地域内需要の大半が移輸入によって賄われて
いるため，地域内の波及効果は小さなものに
なる。小地域経済にとっての課題は，この小
さな波及効果自体を求めることよりも，むし
ろ波及効果の多くが他地域に漏出してしまう
という地域の産業構造を詳細かつ的確に把握
することであろう。そのためには，小地域に
おける波及効果分析の手法を拡充してゆくこ
とはもとより，新たな産業構造の観察・分析
手法を開発することも重要な課題の 1つとな
る。このような課題は，本書に限らず，私自
身も含めた地域産業連関分析に関わる研究者
全員の課題でもあり，今後の更なる取り組み
が期待される。
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１．はじめに
　本書は，3名の静岡大学に所属する研究者
と 3名の静岡県職員，計 6名による著作であ
る。大学が地域貢献をより強く求められるよ
うになった昨今，大学と都道府県職員あるい
は地域の研究機関との共同研究あるいは共著
という形で研究成果出版も多くなっている。
静岡大学では土居英二編（2009）において熱
海市，静岡県，静岡総合研究機構との共同研
究が，遡れば土居英二・浅利一郎・中野親徳
編（1996）でも県や地域のシンクタンクとの
共同研究が行われており，大学の研究におけ
る地域連携ではすでに蓄積がある。また，同
じ大学に所属する異分野の研究者たちが共同
研究・執筆を行うという意味でも，静岡大学
では日本評論社「はじめようシリーズ」のほ
か，上原信博編（1977）や静岡大学税制研究
チーム（1990）等の研究が行われてきている。
本書は，こうした静岡大学の過去の研究成果
の直接の後継本というわけでないが，その成
果・精神を受け継いだ本であると言っていい
だろう。

２．本書の構成と概要
　本書の概要を章別に簡単に振り返ってみよ
う。
　まず，序章では，地域経済に関する事実確
認として 3つの事実が示される。
事実 1：人口の成長と県内総生産の成長との
間には相関がある，事実 2：域際収支と県民
所得には相関がある，事実 3：観光による経
済成長はあまり期待できない。このような事
実を踏まえ，本書で考察する 2つの主要問題
が提起される。第 1に経済成長の原動力は何
かという問題，第 2に人口の変化が経済成長
に与える効果という問題である。
　第一部基本編として，第 1章から第 5章ま
での章が割かれている。
　第 1章静岡県経済の長期的な推移では，静
岡県の特徴として「全国の 3％，10位の経済
圏」であること，第 1次産業の農産物として
茶，メロン，ミカンなどの生産，カツオ漁獲
量，マグロ輸入量などが全国一位であること，
製造業の比重が大きい地域であると述べられ
ている。また，経済構造の特徴として県内総
生産に占める移出の割合の高さが指摘されて
いる。地域経済と産業政策との関係では，
1960年頃の国家的産業政策であった繊維な
どの軽工業や製紙，木材など素材産業から，
重化学工業へシフトする動きには乗れなかっ
たが，その後輸送機械や医薬品類を中心とす

居城　琢＊
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る化学工業など高い生産額を生む分野へシフ
トし，県製造業全体として高い成長を実現し
てきたとしている。また，地域ごとの産業構
造変化が歴史的経過を踏まえ記述されている。
東部・伊豆地域では，東名高速道路や工業団
地の整備により首都圏の拡大という形でトヨ
タ自動車富士研究所等が立地してきたこと，
県立静岡がんセンターを中心とした医療・健
康関連産業の振興策による民間企業の立地，
富士山の豊富な地下水を利用した富士の製紙
業，東海道線丹那トンネル開通による伊豆半
島全体が観光地化したこと，その後旅行形態
の変化や日本における交通網の整備により伊
豆半島の優位性が失われ観光客数が伸び悩ん
だことが述べられている。中部地域では，浅
間神社の造営に携わった職人たちの技術が受
け継がれ，漆器，指物，家具といった技術に
よって漆器や塗り下駄の生産が行われたこと，
家具の一つ鏡台生産から鏡を使用した自動車
用バックミラー製造に転換した村上開明堂に
ついて紹介されている。また，木製品製造技
術を生かした木製模型，そして模型産業の発
達とプラスチックモデルへの転換によるタミ
ヤ等プラモデル産業の集積が紹介されている。
西部地域では，明治期の綿織物とその織機の
製造，また地元産木材の製材から木工機械や
楽器製造などへの展開，戦中の軍需工業化を
経て，戦後には，機械製造やオートバイなど
の輸送用機械の製造などの発展が述べられて
いる。また「テクノポリス法」の制定に伴う大
規模工業団地の整備と企業の移転や文部科学
省知的クラスター創生事業の指定によるオプ
トロニクスクラスターとしての取り組みなど
歴史的条件に加え産業政策の影響についても
紹介されている。
　第 2章需要主導型モデルでは，需要主導型
モデルの教科書的な説明に加え，高度成長期
に高かった静岡県の乗数効果が近年低下して
いる理由として，県の産業構造が製造業から
サービス業中心に変化したことで波及経路が

短くなったこと，海外からの部品調達が増え
乗数効果が海外に漏出してしまうからといっ
た考察が加えられている。
　第 3章基盤産業の把握では，LQ法と呼ばれ
る特化係数法を使った基盤産業把握方法の解
説とそれを使った実証分析が行われている。
分析として1960年から60年間の産業別就業
者数のデータを使い，静岡県の第一次産業の
特化係数が高度成長期に低下したもののその
後上昇に転じていること，第三次産業の特化
係数は 1を上回ったことがない一方，第 2次
産業の特化係数は終戦直後より 1を上回りそ
の後も上昇を続けていることから，製造業が
盛んな県であることを示している。また2010

年の市町村分析では焼津市の漁業の特化係数
が極めて高く，そのまま受け取れば漁業が圧
倒的な基盤産業であると理解されるが，焼津
市における漁業の就業者構成比は同市の製造
業の就業者構成比に比べかなり小さい。これ
は，特化係数法において焼津市における就業
者の「量的大きさ」が反映されていないこと
が原因であるとし，標準化を用いた合成指標
によれば，焼津市の 1位の製造業，2位の漁
業が基盤産業と把握されるとしている。続い
て生産力の観点からも基盤産業把握を試みて
おり，国勢調査の「産業分類」を国民経済計算
の「経済活動分類」へ組み換え，オープンデー
タとして得られない市町村の生産額について
は静岡県の就業者 1人当たり生産額を経済活
動別就業者数に乗じて推計し，合成指標を求
めている。その結果，就業者ベースでは製造
業についでランキングされることの多かった
卸売・小売業がサービス業に入れ替わってい
ることを指摘している。最後に，通常の特化
係数が「自足率」の低い産業をも基盤産業（移
出産業）と判定してしまう問題を修正するた
めに中村良平氏によって提案された修正特化
係数について紹介し，考察を加えている。そ
れによれば，国の産業連関表の自足率を市町
村レベルで適用する場合，各市町村の自足率
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が一定と仮定していること，またその自足率
を就業者の特化係数に利用する場合，市町村
の産業別労働生産性が一定と仮定しているこ
と，以上のような点を留意して数値をみる必
要があることが指摘されている。
　第 4章供給主導型モデルでは，新古典派モ
デルによる教科書的な説明が行われている。
　第 5章シフト・シェア分析では，地域経済
分析においてしばしば用いられるシフト・
シェア分析の紹介とそれを用いた実証分析と
なっている。シフト・シェア分析では，地域
の就業者数の変化を，全国成長要因と差異シ
フトと比例シフトに分けている。この方法を
浜松に適用し，差異シフトが近年マイナスで
あることを明らかにしている。また，地域間
比較を行うため変化率によって各要因を，全
国成長率と相対的差異シフトと相対的比例シ
フトに分け，伊豆半島地域では一貫して差異
シフトがプラスであるが，観光関連を中心と
したサービス業に特化しているため比例シフ
トがプラスであること，製造業へ特化してい
る西部地域はサービス経済化という全国動向
に反しているため比例シフトが概ねマイナス
であるものの，差異シフトがプラスに働いて
いるため全国平均より高い成長を示している
ことなどを明らかにしている。さらに，Heij-

man and Schipper（2010）の議論を用いて比例
シフトがプラスの地域は核地域，比例シフト
がマイナスで差異シフトがプラスの地域は波
及を受ける地域，両シフトともマイナスの地
域は周辺地域に区分し静岡県の各市町村と全
国の都道府県の 1960年から 2010年の変化を
類型化している。結果として，県内では，東
部の沼津市や行政上の拠点の静岡市が核地域
から周辺地域へと変化していること，工業都
市浜松は1970年代以降，核となる地域になっ
ていないこと，2005年から 2010年では熱海
だけが核地域となっていることが示された。
全国では1960年代に関東では，東京，神奈川
だけが核地域であったが埼玉，千葉がそれに

加わることで東京圏が成立していく過程が，
中部ではまず静岡がついで愛知が核地域から
外れたことが示されている。
　第二部応用編として，第 6章から終章まで
があてられている。
　第 6章労働の域内移動では，移動選択指数，
移動効果指数により，静岡市から隣接する市
町村に労働の流出が大きいこと，静岡市と交
流率の高い藤枝市，焼津市で静岡市との流出
入が不均衡になっていることが示された。ま
た数量化Ⅳ類を用いて第 1 及び第 2 固有ベ
クトルの各要素をクラスター分析によって分
類した結果，志太榛原地区及び中東遠地区が
各々中部地域と西部地域に吸収され自立した
経済圏を形成していないこと，伊豆地域が 3

つの経済圏に分離され伊豆地域全体で 1つの
経済圏を形成していないことが示された。
　第 7章人口の社会移動分析では，住民基本
台帳を用いた分析で，全国及び静岡での社会
移動の主体は15歳から29歳を中心とする若
年層であること，転入・転出超過率の変動パ
ターンのクラスター分析で静岡県は地方中
核・大都市周辺型に分類され若年層の転出は
多い一方，大都市圏から転入もある程度は見
込めることなどが示された。また，静岡県の
東京都・神奈川県との転入・転出について有
効求人倍率との相関が高く就職という労働需
要の大きさが人口移動の原因になっているの
ではないか，一方愛知県に対しては人口一人
当たり県内総生産との相関が高いため総合的
な地域力の差が人口移動の原因ではないか，
といった問題が提起されている。
　第 8章産業連関モデルによる基盤産業の把
握では，通常用いられる影響力係数・感応度
係数・生産誘発係数に加え，現実の経済とあ
る産業が存在しないと仮定した仮想的経済と
の生産誘発係数の差によってその産業の重要
度を測る総合連関指標によって経済の主要産
業を特定している。その上で，総合連関指標
が平均以上，かつ影響力係数が 1以上，移出



山下隆之 編著『地域経済分析ハンドブック』居城　琢

35

による生産誘発係数が平均以上の産業を基盤
産業であると判定している。結果，パルプ・
紙・木製品，化学製品，電気機械，輸送機械
の 4産業が 2005年の静岡県における基盤産
業と判定された。第 3章の特化係数法による
基盤産業把握では，域内生産額比や就業者比
率を用いた判定であったが，産業連関表を用
いた基盤産業把握では域内経済間の部門間相
互依存関係を踏まえた判定になるため，域内
生産額が必ずしも大きくなくとも中間財生産
を通じ域内生産物の移出をサポートするよう
な産業の場合，基盤産業と判定されうるとし
ている。
　第 9章システムダイナミックスでは，人口
動態，需要サイド（民間最終消費，民間総資
本形成，公的資本形成，政府最終消費，移出，
輸出や移輸入），供給サイド（労働力，資本ス
トック）の各要素をとれ入れた地域SD（シ
ステムダイナミックス）モデルを構築し，人
口減少局面における静岡県の将来県内総生産
や一人当たり県内総生産，1次～ 3次産業の
将来の生産額の推計を行っている。結論とし
ては，人口減少になってもしばらくの間は人
口一人当たり所得が高い成長を示す可能性が
示されている。
　終章では，ここまでの章を踏まえ，政策的
提言が行われる。需要面からみた経済成長で
は，民間消費 Cを増加させる政策として所得
税の減税や地産地消の促進が，民間投資 Iの
拡大に対しては企業誘致や新産業の創出が，
移出 Xの増加のため域外では品質や価格の
面で供給できない財を育てていく必要性が提
言されている。観光産業においては，波及効
果が期待できる反面，観光需要においては波
があること，富士山静岡空港や新東名など新
たな交通インフラの利活用が観光需要創出に
重要である点が述べられている。産業基盤を
生かした経済成長として，乗数効果の重要性
を強調する一方，その漏出に注意しつつ地域
の産業基盤を生かすべきであることが述べら

れる。また，静岡県において 90年代行以降，
製造業の就業者比率が減少する脱工業化が実
質所得の低迷を伴ったマイナスの意味で進行
しており，企業の海外への転出を引きとどめ
ることも重要であると述べられている。産業
と人口においては，地域の就業者と人口には
強い関係があることから，人口を増やすため
には基盤産業の就業者数を増加させるような
産業振興策が必要であるとしている。供給面
からみた経済成長では，技術進歩を高めるた
め産業集積を生かした技術開発の重要性や，
資本蓄積が十分でない第一次産業は，公的資
金を使った技術開発の重要性が述べられてい
る。高等教育の充実では，静岡県の大学等高
等教育機関の学生収容力は全国的にみても低
く，多くの学生が首都圏や愛知県に進学のた
め転出するとし，大規模地震対策や海洋資源
活用など静岡県の特性を生かす方向で産官学
が協力し大学教育を充実させるべき点が提言
されている。最後に，女性の活躍推進につい
ては，静岡県において育児をしている有業女
性の比率が全国的にみても低いことから，働
きながら育児・子育てができる環境づくりの
重要性が提言されている。

３．本書の特徴と評価
　以上，本書の概要を簡単に振り返ってきた
が，評者から若干コメントさせて頂きたい。
　まず，本書の特徴としては，本文中にもあ
るように，元来は地域経済研究を専門として
いない研究者と仕事上の要請で地域経済の分
析に関わるようになった県職員たちによる共
同執筆であることがあげられる。このことに
より，本書は，地域経済研究として，地域に
おける内在的な問題を長年かけて掘り下げそ
の解決策を探る，あるいは地域経済学として
の固有の問題関心を出発点に研究をすすめる
といった形ではなく，経済理論，経済統計，産
業連関分析，計量経済学といった個々の研究
者が専門とする分野の分析ツールを用いて地
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域経済の分析にあたるという形をとっている。
この点は，本書の弱点にもなりうるが，経済
学の知識を持つ研究者・実務家が地域分析を
行う上でのまさに“ハンドブック”になりう
るという本書の可能性を示すものであろう。
実際，本書では一般に入手可能な統計データ
を用いて静岡県経済が分析されるが，その手
法は他の都道府県でも容易に適用可能であろ
う。また，本書はMcCann, P. （1990）や山田・
徳岡（2007）など地域経済学の標準的な教科
書を踏まえて記述されているため，学生や一
般市民など初学者が一から地域経済学を学習
する際にも利用できるものとなっている。
　一方，静岡県経済の分析としても，本書は
一定の意義を有するだろう。第 1章は簡潔で
ありながら静岡県経済の特徴を的確に描き出
しているし，第 3章，第 5章では特化係数法，
シフト・シェア分析という標準的な手法を用
いて静岡県の市町村レベルでの基盤産業，成
長要因を明らかにすることに成功している。
第 6章，第 7章では人の静岡県内・県外移動
の状況とその要因を，第 8章では産業連関モ
デルを用いた基盤産業把握方法が提案され，
第 3章の特化係数法では静岡県の基盤産業で
はなかった産業を基盤産業であると把握する
ことで第 3章の議論を補完している。
　一方で評者としては，本書において若干不
足していると感じる点もある。
　第 3章の基盤産業の把握では，部門分類が
多少粗いという印象がある。長い期間の産業
構造変化をみるため国勢調査を用いていると
あるが，反面で部門分類が細分化されていな
いため，多くの静岡県の市町村において単に
製造業が基盤産業と判定されている。静岡県
全体の産業構成変化は長い期間を使い考察し
ているが，市町村では2010年の一時点である
ため，必ずしも国勢調査そして産業分類を経
済活動分類に変換した県民経済計算に拘る必
要はないと感じる。時間的に間に合わなかっ
た可能性があるが，製造業やサービス業に関

しては別途経済センサス等を使い細かい分類
で基盤産業を特定することは可能ではないか
と思う。第 5 章のシフト・シェア分析では，
差異シフトと比例シフトという要因に対して，
各市町村及び各都道府県を核地域，周辺地域，
波及を受ける地域に区分しているが，結果に
対して若干違和感がある。例えば静岡県にお
いて，浜松市が1970年代以降核地域となって
いない一方，熱海市が一貫して核地域となっ
ている，あるいは全国において静岡県だけで
なく愛知県が 90年代以降核地域から外れて
いる等である。実際には，浜松市や愛知県の
製造業（主として輸送機械産業）は静岡県及
び日本経済の牽引役を担っているという感覚
がある。こうした結果になる理由は，比例シ
フト（全国の全体成長率と比較して，全国に
おいて伸びている産業が各地域でどの程度存
在しているか）がプラスの地域が核地域と判
定されるため，全国において伸びている産業
が地域にないとその地域が核地域と判定され
にくいためである。全国における傾向として
は，経済のサービス化を反映してサービス産
業の雇用（生産）が伸びている一方，浜松市や
愛知県の中心となる産業は製造業となるため，
全国全体の傾向とは異なる。しかし，そのこ
とにより該当地域が核地域でないと言えるだ
ろうか。例えば，日本全国の傾向としては製
造業が縮小していたとしても，特定の地域で
は製造業が活発である（縮小していない）と
いうことはありうる。このため，比例シフト
がマイナスというだけで，その地域が核地域
ではないと判定するのは行き過ぎと感じる。
比較対象を全国にせず，静岡県内であれば静
岡県全体，都道府県であれば類似した産業構
造を持つ地域等にするといった選択肢はある
が，いずれにせよ手法としての特徴・限界を
示していると思われるため，“ハンドブック”
としてはこうした点を明記すべきかと思う。
第 8章産業連関モデルによる基盤産業の把握
では，公表データである域内産業連関表を用
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いているが，静岡大学の研究成果として蓄積
がある地域間産業連関表を用いることは出来
なかっただろうか。地域内産業連関表では，
特化係数で考慮できなかった地域内の産業と
産業のつながりを含めて基盤産業を特定でき
るが，移出入が大きい静岡県において他都道
府県との関係を分析できる地域間産業連関表
の分析・紹介があっても良いのではないかと
思う。第 9 章のシステムダイナミックスは，
2030年までの静岡県経済の推計を行ってお
り非常に興味深い内容だが，分析結果の記述
が十分でないと感じる。1人当たり県内総生
産の将来推計として，本文中P185「図9－8は，
JGDEt成長率 1.5％で 2027年度，3.0％では
2019年度をピークに対前年度成長率が減少
傾向にあり，傾きが緩やかになる」とある。図
9－8は第 1次産業の将来推計なので，人口 1

人当たり県内総生産の将来推計が示される図
9－7の間違いではないかと思われるが，図9－7

においても指摘されるような傾向はうまく読
み取れない。また，図9－10の第 3次産業の将
来推計において，不動産業以外の産業は生産
額が変化なしか微減であるのに対し，図9－9

の第 2次産業の将来推計では製造業の生産額

は右肩上がりである。産業別の将来推計は県
の将来像として大変興味深く，この推計では
2030年の静岡県経済は現在以上に製造業の
構成比が高くなるだろう。民間総資本形成や
移出が，一律の全国成長率（1.5％や 3％）を
基にした全国の JGDEtに大きく影響を受け
る形になっていると思われるため，このよう
に製造業が伸びていく結果となっているので
はと考えたが，十分に理解ができなかった。
この推計結果についてはもう少し説明が必要
かと思う。また，第 4章p69で供給主導型を
（export－led）と訳している，あるいは第 5章
の表5－2中の地域と全国の成長率計算の際の
記号の間違い等誤植と思われる間違いも気に
なった。
　しかしながら，全体としては多岐にわたる
分析手法を教科書的に説明し，使用するとい
うことに留まらず，各章でそれらを一工夫し
発展させた分析手法も含めて紹介していると
いう点は，“ハンドブック”として類書にはな
い本書の大きな特徴である。この本を手に地
域の分析に挑まれる方々が今後増えることを
期待したい。
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　李（2016）（以下本書）の書評をまとめるに
際して，書籍間比較，著書の構成，本書の良
いポイントと課題という3点に分けてまとめ
る。

１．書籍間比較
　本書の目的は，GDP統計・産業連関表（以
下 IO）と実証分析について，大学生向けの半
期 15回授業用のテキストを想定して作成さ
れている。退屈な授業とならないように難し
い概念を平易に説明し，PCを利用しなくても
良い程度にデータによるごく簡易的事例と
セットで学べるように工夫している。
　国民経済計算体系（SNA）の関連分野では
統計作成機関の初学者向けテキストとして，
主にLequiller and Blades（2014）が海外では広
く利用されている。この本は2014年に 2版が
発行されて，元々分厚かったが，一層厚く
なった。日本でも作間（2003），中村（2010）
といった定評のある教科書もあるものの，1

学期のテキスト採用に耐える，安価でコンパ
クトで専門的なテキストが不足している。本
書はSNAの解説書という位置付けではない
が，関連分野に有力な一冊が加わることで経
済統計分野の授業のテキスト環境が充実する

ので，授業がやりやすくなるだろう。本に
よって目的や役割が異なるにもかかわらず，
無理を承知で表 1のように特徴に違いが分か
るように比較表を作成した。Lequiller and 

Blades（2014），作間（2003），中村（2010）の
3冊は，SNAの解説書か，SNAを中心とした
経済統計の解説書という位置付けであるのに
対し，本書の目的はGDP統計と産業連関分析
である。つまり，表 1の他の比較本は少し目
的が異なる。
　本書は本の構成と説明内容について，初学
者向けのテキストとしてLequiller and Blades

（2014）に少し重なる面が 2点ある。GDP統計
の初歩的な知識を教えようとしているところ
と，新興国のGDP統計に関する記述が充実し
ているところである。本来SNAでは初学者向
けの国連のハンドブックもあるが，あまり使
われず，代わりにLequiller and Blades（2014）
が使用されるケースが多い1。Lequiller and 

Blades（2014）は先進国の事例に加えて中国と
インドのSNAもカバーしている。SNAの海外

櫻本　健＊

【書評】

李潔 著
『入門GDP統計と経済波及効果分析』

（大学教育出版，2016年）

＊　 正会員，立教大学経済学部 
〒171－8501　東京都豊島区西池袋3－34－1 
e－mail：tsakura@rikkyo.ac.jp

1　 国連ハンドブックは，統計作成機関の初心者が
Excelデータなどと一緒に自主的に学ぶ教材として
設計されているから，大学など教育機関で広範囲に
は利用されにくい。初学者向けにはUnited Nations 
Statistics Division（2004），United Nations Statistics 
Division（2013），United Nations Statistics Division
（2014）の 3冊がある。うち 2冊は 2008SNA導入に
伴って専門家間で数年準備されて，数年かかって最
近改訂された。
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比較という意味で，本書と役割が似ている。
ただ，本書はLequiller and Blades（2014）より
もコンパクトで見やすく買いやすい印象を受
ける。その理由は後述する。
　大学で経済統計分野での科目は，多く考え
られる。政策系の科目と異なって統計自体に
深い興味・関心があって授業を選択する学生
は少数で，多くの場合はやむをえず便宜的に
科目を取るケースが多いのが実情である。大
学院の科目も多くの場合は似たような状況で
あることを考えると，実態として教科書選択
で悩むケースが多い。要するに興味関心があ
まりない人が関心を持つようにするのが経済
統計分野の教育の中心となる。そのため，例
えば学部レベルでは Lequiller  and  Blades

（2014）をテキストとして，経済統計分野の重
要な要点を網羅するように，授業を行うこと
は難易度や学生の興味関心を維持する上でか
なり難しい。そういうさじ加減が難しい授業
向きの経済統計テキストの要件としてコンパ
クトで学生から 2千円未満位の安いことが望
ましいと考える。本書はその点では大変有用
である。本書は用語や専門知識に細心の注意

を払っている。今日では使用機会が限られる，
MPSといった用語があるので，読んでいて用
語一覧が欲しくなる時がある。用語一覧が無
いという点は，試験の前に専門用語を丁寧に
説明しておくことが必須となるという意味で，

表１　Lequiller and Blades（2014）と本書の比較

Lequiller and Blades
（2014）

作間
（2003）

中村
（2010）

李
（2016）

言語 英語 日本語 日本語 日本語

対象者 主に統計作成機関
職員，経済分野の大
学生

主に経済統計ユー
ザー，経済分野の大
学生

主に経済統計ユー
ザー，経済分野の大
学生

主に経済学部大学
生

特徴の違い 統計作成機関の初
任者や，大学で学ぶ
ことができる初歩
的なテキスト。

国民経済計算体系
を中心に経済統計
の専門的・概念的
理解を学べる大学
生向けテキスト。

日本の国民経済計
算体系について，大
学生向けのテキス
ト。勘定体系全体を
概ね網羅している。

アジアの産業連関
方式を前提にGDP
統計・IOの体系的
理解についてまと
めた大学生向けテ
キスト。SNAや IO
について特に歴史
的な成り立ちを踏
まえて知識が得ら
れる。

ページ数 520 352 136 191

表２　章立て

章タイトル

1章 国民経済計算概論

2章 G・D・Pとは何か

3章 GDP三面等価と産業連関表

4章 物価指数と数量指数

5章 実質GDPと産業連関表

6章 産業連関モデルの考え方―閉鎖経済の
場合―

7章 経済波及効果分析―開放経済の場合―

8章 日本と中国のGDP統計作成の比較

9章 付加価値のダブルデフレーション法と
シングルデフレーション法の大小比較

付録 指数算式について，行列計算入門，日本
2012年産業連関表，中国2012年産業連
関表，参考図書
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本書をテキストに選ぶ際に注意点となる。

２．著書の構成
　全体の構成について 1～ 5章が IOから見
てSNAについてまとめた基本編で，6～ 7章
は IOの基本と経済波及効果分析である。 8

～ 9章が著者の研究をベースに応用的な分析
事例からGDP統計と産業連関分析について，
より深い理解が得られるようにしている。専
門知識の情報量を抑えているが，重要な専門
的な意義をわかりやすくまとめている。その
結果，コンパクトだが，内容も十分にまと
まっている印象を受ける。
　各章の構成について，やや長くなるが，ポ
イントを絞って紹介する。1章はSNAを取り
巻く，幅広い全体的な概念の説明を行ってい
る。フローとストック，SNAの国際基準の変
遷，SNAとサブシステム，勘定の説明，基準
に応じた概念の変化，SNAとMPSの比較，
SNAと統計の種類，県民経済計算，統計法の
改正といった内容をカバーしている。特に社
会主義国（MPS）と自由主義国（SNA）の体系
の違いが分かりやすく学ぶことができる，教
育向けテキストは他にあまりない。 2 章は，
学問的に考えさせられる概念（生産境界，帰
属計算，無償労働，国内概念と国民概念，総
概念と純概念）の説明を行っている。3章で，
GDP三面等価，生産勘定の導入，中間生産物
と最終生産物を説明した後，X表，V表U表
といったSNAから見た産業連関統計を見て
いる。4章は物価・数量算式，連鎖方式，各
種統計を順にまとめている。この本の特徴は
コンパクトでありながら，細かいことも学べ
る。要素逆転テストやコラムでの購買力平価
の説明は大変わかりやすい。
　5～ 7章は IOを考えながら学ぶという意
味でセットとなる。5章は実質GDPをベース
にシングルデフレーションとダブルデフレー
ションの違いを学び，日中GDP比較を行う基
本的な情報が得られるようになっている。著

者は学生に推計方法の違いに立脚した計数の
比較を学ばせる意図を持っているのであろう。
6章は閉鎖経済に基づく産業連関モデルの説
明で，均衡産出高モデルと均衡価格モデルを
説明した後，日本の IOの説明に入る。7章は
競争輸入型，非競争輸入型の違いと分析モデ
ル，波及効果モデルへの注意点を説明してい
る。第 2次波及効果モデルの事例を網羅して
いるところがとても良い。
　8～ 9章では概念，事例，コラム，付録が
相互に関連し合い，意欲的な学生にとって興
味がわくように工夫が施されている。著者が
教育する中で，試行錯誤してきた取組が存分
に反映していることが読者にも伝わってくる。
文章中で寓話が多く登場するので，学生が考
えさせられる機会が多く与えられる。
　8章は歴史的成り立ちや特徴の違いに力点
を置いた，日中間GDP推計方法の比較であ
る。8章は実際の公表資料と一緒に見るのが
見やすいので，授業でこのテキストを使う場
合には多少補助資料を配布したりしながら授
業を進めた方がいいかもしれない。本の中で
公表資料として付録 3 と 4 で日中の産業連
関表が示されている。授業などで本書を採用
して資料を付け足す場合には，中国は統計年
鑑だけでよいが，日本は公表物の種類が多様
なので，その点は多少確認が必要となる。そ
れから 8章の良いところは加工統計といえど
も汗をかいて努力してきた経緯をさりげなく
学べるようにしているところである。こうし
た地に足の着いた実感を学生が学ぶというこ
とは大事なことである。
　9章は著者の研究を背景にデフレーション
法のための比較を行っている。個人的な印象
として，GDPデフレータ自体は学生から見て
すぐに興味関心がわくような内容とは言えな
い。ただ，4章と 5章を経てきているので難
易度は大きく下げられている。学生は日中
GDP統計の分野を学び，デフレータの構造を
使って，加工統計の実証研究方法も学ぶこと
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ができる。9章の内容は，学生が学べる実証
研究の例として良い内容である。9章を理解
するためには頭で論理を組み立てて計算の原
理とデータの両方を追わなければならない。
このことは学生自身が実証研究を進める第一
歩になるので良い例である。

３．本書の長所と課題
　IOとSNAのテキストは，わかりやすく説明
するのが大変であるが，本書はよく練られて
いるため，全体としてかなり見やすいテキス
トとして仕上がっている。全体を通じてこの
本の良いところは，SNAではなく，GDPと産
業連関に焦点を絞っているところである。も
う少し言い足すと，絞っていることは 2点あ
り，第一に対象者を大学学部生向けテキスト
ということで役割を明確に絞っている。第二
に内容の範囲を広げず，情報量を抑えたこと
で，非常に分かりやすくなったということで
ある。表 1のLequiller and Blades（2014）との
ページ数の差を見れば，一目瞭然である。Le-

quiller and Blades（2014）は93SNAや08SNAを
中心としてSNAの勘定全体を網羅している
が，分野が幅広いため，理解が難しくなって
いる。SNAを学ぶのであれば，産業連関表を
中心に 68SNAの方が見やすいということは
長年知られている。本書の見やすさはそうし
た伝統的な説明の筋に沿っていて，さらにそ
こからGDP統計に焦点を絞っていることに
要因がある。そして情報量が絞られる一方で，
GDPの推計方法や産業連関分析ではきちん
と専門的に重要なポイントをおさえるように
しており，豊富なコラムとの組み合わせで学
生からの関心を得やすいように工夫している。
コイル（2016）はGDPに説明を特化している

という意味で，本書と似た位置付けとなって
おり，同じような評判が海外で立っている。
やはり経済統計において評判の良いテキスト
とは何たるかを考える上で，内容の絞り込み
がポイントとなることが示唆される。
　本書の専門的な細かさについても少し触れ
る。本書は後半で応用的な実証研究も想定し
ているため，ポイントを絞っているが，部分
的に専門的な説明も細かく展開している。お
そらく本書が想定しているのは，①GDP統計
と経済波及効果分析について基本をおさえる
こと，②デフレーターの種類と実質概念の捕
捉問題を実証的に理解すること，③中国と日
本の比較も行うことで，統計作成の方法や特
徴が明確となることを感覚的に理解できるよ
うになることを学生に求めているのだと考え
る。その基準は概ね公益にかなっていて専門
的に厳しすぎないため，妥当である。
　本書にも多少課題がある。2016年末に導入
予定の 2008SNAによってSNAはそれなりに
大きな内容の改定が見込まれている。本書に
もある程度織り込まれているが，マクロの統
計が様々な分野と接合されてきた経緯や，行
政情報や各国の統計を総合しなければ，マク
ロの情報を理解できなくなってきている現状
など，最新の成果を学生にわかりやすく伝え
ることはある程度情報を絞る中で省かれてい
る。本書を通年で使用する場合は，部分的に
大学院で使用するなどのケースもあるように
思う。私の提案としては，2版以降で公表資
料の種類をどこかで少し紹介しておくと，授
業に採用する教員が授業の幅を大きく広げる
きっかけをつかみやすいように思う。小さい
課題はあるが，有用なテキストが経済統計分
野に加わったことを心より歓迎したい。
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　当然と言えば当然のことであるが，それぞ
れの授業で使われている教科書を見ればその
講義内容のおおよそが分かる。そして，その
ため，評者は自分が現在担当する科目＝「マ
ルクス経済学」の原論の様々な教科書を読み
比べてきた。たとえば，東大の講義を参照に
すべく小幡道昭氏の教科書を読んで書評を書
き（『経済科学通信』第128号），さらに本書を
手に取った。同じく 4単位の原論科目の教科
書であるとお聞きしたからであるが，本書は
その冒頭でのみ使用する教科書であるらしい。
このため，原論講義の全体像を本書から知る
ことができなかったが，それでもいくつかコ
メントできる内容はある。

原論講義の冒頭に述べられるべきことは何か
　本書は以下の 4つの章によって成立してい
る。すなわち，
第 1 章　階級と所有
第 2 章　疎外論と唯物史観
第 3 章　投下労働価値概念の意義
第 4 章　 マルクス経済学で日本社会を数

量分析する
　対象としている内容はこの目次でほぼ明ら
かだから，評すべきはこうした内容が原論講
義の冒頭の内容として適切かどうか，という

ことになる。そして，その点では「階級」と
「唯物史観」が最初のテーマとされているこ
とに同意したい。私の教科書（『マルクス経済
学』慶應義塾大学出版会，初版2012年，第 2

版2015年）でも，『資本論』に対応する内容に
入る前に「階級」を含む唯物史観の概略を，そ
して最終章で「資本制生産に先行する諸形
態」を解説している。
　しかし，内容的にはいくつか論点がある。
まず，第 1章については
1）民族などのアイデンティティーと利益と
を対立的に扱っているが，少なくとも「民
族」は利害関係上の問題から発生している。
たとえば，現在の香港人アイデンティ
ティーや台湾人アイデンティティーの高ま
りはそういう背景を明確に持っている。チ
ベットや新疆ウイグル自治区における民族
対立も経済的「利益」の対立の帰結である1。

2）部落解放運動や国際友好運動に階級的視
点が足らないとの指摘があるが，本書はマ
ルクス経済学の教科書なので，この両運動
の中のマルクス主義の影響下にある部落解
放運動や国際友好運動の実際をよく見なけ
ればならない。同和問題の終結宣言をした
全国部落解放運動連合会，「人民外交」を主

大西　広＊

【書評】（『統計学』第111号 2016年9月）

松尾匡・橋本貴彦 著
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1　 香港については大西広「香港は『雨傘革命』で『財界
天国』を辞められるか」『季刊中国』第120号，2015
年 3月参照。
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軸に活動を進めてきた日中友好協会にはこ
の批判は当たらない。

3）搾取を剰余の取得として捉えるもの
（「利得論的な解釈」）と資本の指揮権と捉
えるもの（「疎外論的な解釈」）に分けてそ
の両者を対立的に捉えているが，後者が前
者の条件となっているとするのがマルクス
の説明ではないか。
　また，第 2章については
4）本書での「唯物史観」は，自立化した観念
が人間を支配することを「疎外」とする松
尾流疎外論として説明されている。このた
め，各種のイデオロギーは，支配階級の支
配の道具として位置付けられず，逆にそれ
が支配者であるかのごとく説明されている。
これは階級支配の道具としての国家の説明
の欠如にも現れている。

5）唯物史観の項目であるにも関わらず，原
始共産制，奴隷制，農奴制（ないし封建制），
資本制といった生産様式の説明がない。

6）評者の「客観科学」への言及と批判をい
ただいているのはありがたいことだが，評
者の「価値自由」は，ウェーバーのそれでは
まったくなく，世の人々の願いや意志自体
の運動を法則として理解しようとするもの
である。もちろん，人々の意識をコント
ロールしようとするものでもない。松尾氏
の議論は意識の法則の科学的研究を拒否す
る主観主義となってはいないだろうか。

投下労働価値概念の解説と実証分析
　以上，最初の 2章については感じた違和感
を中心に論じてしまったが，後半の 2 章は
「マルクス経済学の教科書」としての分かり
やすく，かつ適切な解説として好感をもった。
特に，投下労働価値概念がマルクス経済学で
あることを示す一番のメルクマールとしてい
る点，そして，それは価格の決定メカニズム
がどのようなものであっても成立するとの説
明である。評者の場合も，価格決定を新古典

派成長モデル（を基礎としたマルクス派最適
成長モデル）で説明しつつも，それで決まる
部門間の労働配分や「労使間」の所得分配を
投下労働価値として計算できることを示して
いる。これを言い換えると，価格決定理論と
して新古典派理論を採用することもマルクス
経済学にとって問題ではないということにな
る。ケインズ派などの流れを引いた自称「マ
ルクス経済学者」が多いもとで，非常に重要
な指摘である。
　それからもうひとつ，投下労働価値につい
て「会計的把握」をするのでなく「社会的な労
働配分把握」をすべきという主張によって，
搾取とは個別企業における分配率の問題では
なく，社会的な需要構造（投資財生産か消費
財生産か）の問題だとしていることにも賛意
を表明したい。評者の「搾取」も総労働中の純
投資財生産（これには貿易黒字という「貯蓄」
も含まれる）への配分比率として定義してい
るからである。
　本書では最後の第 4章で，こうした労働価
値を現実の日本経済を対象に計算し，介護・
医療労働の需要増加問題や貿易利益の問題な
どの現実な政策問題にとって重要な知見を得
ている。そして，ここで重要なのは，1980年
代に置塩・野沢のグループによってなされた
マクロ計量モデルによる分析（その集大成が
置塩・野沢編『日本経済の数量分析』大月書
店，1983年である）が，不十分としている点
である。これは，近代経済学にない労働価値
概念の重要性を指摘する本書としては当然の
帰結である。当時の置塩・野沢グループの一
員であった評者としても基本的には同意した
い。評者のその後の研究もこれら計量モデル
の基礎となるべきマルクス理論の研究に移行
しているからである。
　ただし，この点では，投下労働量の配分自
体を 2部門モデルとした「マルクス派最適成
長モデル」が計量モデルとしても推計できる
段階に研究が至っていること2にも言及させ
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ていただきたい。全要素生産性を一定とする
という仮定の下での計算であるが，そのもと
ではマクロの資本蓄積の上限（定常における
資本労働比率）を計算することができ，ある
いは定常における両部門への総労働力と総資
本の配分比率も計算可能である。そして，こ
の作業は 2部門「マクロ計量モデル」の推計
によってなされる3。この意味では，計量モデ
ルという方法を用いた瞬間に投下労働価値概
念から離れるわけではない。
　本章が意義深いのには，置塩の理論仮説に
ついての実証的な検証が 2つの分野でなされ

2　 こういう背景には，外部性や主体の非合理性，情報の不完全性がないもとでは総労働の通時的最適配分問題と
して定式化された社会計画者モデルの解と分権的市場モデルの解とが一致するということがある。

3　 こうした「マルクス派最適成長論の計量モデル」の最新の成果は大西広編『高成長から中成長に向かう中国』慶
應義塾大学出版会，2016年，第 7章で見ることができる。

4　 ただし，計算された相関関係の有無に関する著者の判断には疑問がある。少なくとも35のデータから計算され
た「前者」の決定係数0.436（相関係数0.66）の p値が 1％を大きく下回ることは r表から知ることができる。

ているということもある。ひとつは，投下労
働価値の変動が価格変動をもたらすとの仮説，
もうひとつは賃金コストの低下は必ずしも労
働生産性の上昇をもたらさないとの仮説であ
る。本書はこの前者には否定的な，後者には
肯定的な実証結果を導いている4。重要な計算
結果として理論家の議論の的となろう。
　いずれにせよ，マルクス経済学に迫られて
いる「これから」の再構築にとって大いに参
考となる教科書のひとつであることに違いは
ない。多くの読者の検討を期待したい。
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Ⅰ．第60回全国研究大会
　2016年 9月11日（月），12日（火）の 2日間，鹿児島大学法文学部（郡元キャンパス）において
全国研究大会と会員総会が開催された。また，それに先立つ 9月10日（日）には統計チュートリ
アルセミナーが同所で開催された。研究報告会には，会員ならびに一般参加者（非会員）を合わ
せて80名を超える参加があった。チュートリアルセミナーには非会員を含めて25名の参加が
あった。

Ⅱ．研究大会プログラム
　　期間：2016年 9月11日（日）～ 9月13日（火）
　　　　　研究大会　9月12日（月）　 9：00～17：45

　　　　　　　　　　9月13日（火）　 9：00～16：50

　　　　　会員総会　9月12日（月）　13：40～14：40

　　　　　理 事 会　9月11日（日）　16：00～18：00

　　統計チュートリアルセミナー
　　　　　9月11日（日）　13：30～15：45

　　　　　会場：鹿児島大学法文学部（郡元キャンパス）

経済統計学会九州支部
2016年度全国研究大会実行委員会

実行委員長　鹿児島大学法文学部　松川太一郎

9 月12日（月）　午前の部
9：00～10：30　セッションＡ：一般報告 会場：3号館103講義室
　自由論題 1　座長：橋本貴彦（立命館大学）
1．泉　弘志（関西支部）・戴　艶娟（広東外語外貿大学）・李　潔（埼玉大学）

Eora MRIO（世界多地域産業連関表）とOECD WIOD（世界産業連関表）による全労
働生産性上昇率の計測

2．橋本貴彦（立命館大学）
中間財を考慮した技術選択と相対価格：世界産業連関データベースを用いた実証研究

3．木下英雄（大阪経済大学）
雇用マトリックスを用いた投下労働量変化の要因分析における産業分類表と商品分
類表の比較

9：00～10：30　セッションＢ：企画セッション 会場：3号館104講義室
　政府統計ミクロデータの作成・提供における方法的展望

【本会記事】

経済統計学会第60回（2016年度）全国研究大会・会員総会

常任理事会



第60回全国研究大会・会員総会

47

　（『統計学』創刊60周年記念事業委員会提案セッション）
コーディネーター：『統計学』創刊60周年記念事業委員会　座長：水野谷武志（北海学園大学）

1．小林良行（総務省統計研修所）
統計メタデータアーカイブの展開可能性

2．山口幸三（総務省統計研修所）
政府統計の作成における一部調査（標本調査）の方法的位置

3．高橋将宜（東京外国語大学）
諸外国の公的統計における欠測値の対処法

10：40～12：40　セッションＣ：企画セッション 会場：3号館103講義室
　人口減少社会における地域の諸課題と調査・統計分析

コーディネーター：菊地　進（関東支部）　座長：御園謙吉（阪南大学）
1．菊地　進（関東支部）

宮城県南三陸町の企業・事業所調査の分析
2．芦谷恒憲（兵庫県企画県民部）

兵庫県における観光地域経済見える化の現状と課題―地域データの活用に向けて－
3．大井達雄（和歌山大学）・野津直樹（株式会社ナビタイムジャパン）

人口減少社会における観光データの利活用に関する考察
4．上藤一郎（静岡大学）

希望子ども数調査に基づく小地域の将来人口推計

10：40～12：40　セッションＤ：企画セッション 会場：3号館104講義室
　セオリー・オリエンテッド・リサーチとしての社会統計学

コーディネーター・座長：佐野一雄（福井県立大学）
1．佐野一雄（福井県立大学）

経済学における社会的集団現象にかんする理論と実際
2．藤山英樹（獨協大学）

社会ネットワークの統計学的な分析手法について
3．作間逸雄（専修大学）・勘　暁婉（専修大学大学院）

誰のための物価指数か？―問題提起として―
4．大西　広（慶應義塾大学）

マルクス派最適成長モデルによる中国経済の成長率予測
　予定討論者：橋本貴彦（立命館大学）

9 月12日（月）　午後の部
13：40～14：40　会員総会 会場：1号館201講義室
14：50～17：45　セッションＥ：共通論題セッション（学会本部企画） 会場：1号館201講義室
　2008SNAの導入と課題

コーディネーター：櫻本　健（立教大学）　座長：小川雅弘（大阪経済大学）
1．酒巻哲朗（内閣府経済社会総合研究所）
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我が国国民経済計算の基準改定と2008SNAへの対応について
2．田原慎二（内閣府経済社会総合研究所）

JSNAの支出側・生産側推計における2008SNAへの対応について
3．藤原裕行（日本銀行調査統計局）

2008SNAを踏まえた資金循環統計の見直し結果
4．飯塚信夫（神奈川大学）

GDP速報改定の特徴と，推計が抱える問題について
　予定討論者：作間逸雄（専修大学），金丸　哲（鹿児島大学）

18：15～20：15　懇親会 会場：学習交流プラザ 2F　ラウンジ 3

9 月13日（火）　午前の部
9：00～10：30　セッションＦ：企画セッション 会場：3号館103講義室
　公的統計データの二次的利用促進に向けた新展開

コーディネーター：坂下信之（総務省統計研修所）・谷道正太郎（（独）統計センター） 
座長：坂下信之（総務省統計研修所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1．中村英昭（総務省政策統括官（統計基準担当））・平澤鋼一郎（総務省統計局）
公的統計の二次的利用の促進に関するわが国の取組状況

2．谷道正太郎（（独）統計センター）・佐藤智哉（総務省政策統括官（統計基準担当））
公的統計ミクロデータの新たな利用形態について
―わが国におけるオンサイト利用（リモートアクセスによる）の実現に向けて―

3．三神　均（（独）統計センター）・小島健一（野村総合研究所）・伊藤伸介（中央大学）
オンデマンドによる統計作成について
―オーストラリア統計局のTable Builderを中心に―

9：00～10：30　セッションＧ：一般報告 会場：3号館104講義室
　自由論題 2　座長：山口秋義（九州国際大学）
1．鈴木雄大（立教大学）

指数算式および測定目標からみたCPIの展開
2．坂田大輔（立教大学）

インド統計調査論争の展開―インド全国標本調査に係る論争を中心に―
3．古谷次郎（北星学園大学）

高等学校情報科・公民科等における公的統計データを用いた教材開発

10：40～12：40　セッションＨ：企画セッション 会場：3号館103講義室
　人口統計における現代的課題

コーディネーター：伊藤伸介（中央大学）　座長：菅　幹雄（法政大学）
1．伊藤正一（総務省統計局）

平成27年国勢調査の実施状況について
2．山田　茂（国士舘大学）
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2015年国勢調査結果の精度について―抽出速報集計を利用した暫定的考察―
3．菅　幹雄（法政大学）・櫻井祐子（東京都総務局）

東京都の人口予測について
4．吉田　央（東京農工大学）

韓国の人口センサスの作成の現状

10：40～12：40　セッションＩ：企画セッション 会場：3号館104講義室
　日本の統計史を考える

コーディネーター：小林良行（総務省統計研修所）　座長：森　博美（法政大学）
1．小林良行（総務省統計研修所）

統計家としての柳澤保恵
2．上藤一郎（静岡大学）

戦前期における日本の数理統計学と公的統計
3．山口幸三（総務省統計研修所）

戦前と戦後の失業に関する統計調査
4．廣嶋清志（関東支部）

日本の年齢別人口統計の発達（その 2）
　予定討論者：佐藤正広（一橋大学）

9 月13日（火）　午後の部
13：40～15：10　セッションＪ：一般報告 会場：3号館103講義室
　自由論題 3　座長：金子治平（神戸大学）
1．伊藤陽一（関東支部）

政府統計の原則および統計品質論等の国際的展開と示唆
2．菅　幹雄（法政大学）

経済センサス―活動調査の学生調査員について
3．吉田　央（東京農工大学）

貿易統計を利用した天然ガス輸入価格の分析

15：20～16：50　セッションＫ：一般報告 会場：3号館103講義室
　自由論題 4　座長：御園謙吉（阪南大学）
1． 新井郁子（（公財）統計情報研究開発センター）・西内亜紀（（公財）統計情報研究開発セン
ター）・草薙信照（大阪経済大学）

3つの国際拠点空港が周辺地域に与えた影響
―地域メッシュ統計による人口・産業の分析―

2．劉　瑞興（広島修道大学大学院）
金融安定における「誤差脱漏」に関する統計推測

3．張　南（広島修道大学）
国際資金循環統計の試作について
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13：40～16：50　セッションＬ：企画セッション（ジェンダー統計研究部会）
　就業，介護，貧困とジェンダー統計 会場：3号館104講義室

コーディネーター：水野谷武志（北海学園大学）　　　　　
座長：杉橋やよい（金沢大学），水野谷武志（北海学園大学）

1．大澤理沙（釧路公立大学）
市町村の介護サービスと要介護状態の地域差に関する研究

2．橋本美由紀（法政大学）
親と同居の未婚の子の介護の状況と生活時間

3．水野谷武志（北海学園大学）
乳幼児を持つ夫妻の「拡張育児時間」の推計

4．畠中　亨（帝京平成大学）
地域社会政策における統計指標―子どもの貧困対策推進計画を中心に

5．杉橋やよい（金沢大学）
男女間賃金格差是正策における統計指標について

16：50　研　究　大　会　　　閉　会

9 月11日（日）
13：30～15：45　統計チュートリアルセミナー（学会本部企画）
　経済統計学会・法政大学日本統計研究所共催 会場：3号館103講義室

公開セミナー（参加費無料）
　小地域統計情報の利用と活用―人口減少社会における地域課題の分析―

コーディネーター：菊地　進（関東支部）　司会・進行：大井達雄（和歌山大学）

13：30　開会挨拶 

13：40　 政府サイトからダウンロード可能な小地域データの利用 

森　博美（法政大学）
14：30　 統計データとGISを用いた地域分析 

小西　純（（公財）統計情報研究開発センター）
15：20　質疑
15：45　終了

経済統計学会2016年度全国研究大会プログラム委員会
北海道支部　水野谷武志（北海学園大学）
東北支部　　深川通寛（石巻専修大学）
関東支部　　森　博美（法政大学）　　　　　　櫻本　健（立教大学）
関西支部　　村上雅俊（阪南大学）
九州支部　　西村善博（大分大学）［委員長］　　松川太一郎（鹿児島大学）
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Ⅲ．会員総会
　9月11日（日）16時よりの理事会審議を経て，2016年度会員総会が 9月12日（月）に開催され，
下記事項が審議・報告承認された。
1．報告事項
⑴　入退会及び異動（敬称略）
［新入会員］ （所属機関） （所属支部） （推薦者）
高橋将宜 東京外語大学（正会員） 関東 伊藤伸介・小林良行
高橋雅夫 総務省統計局（正会員） 関東 小林良行・高部　勲
　　　　注）上記 2名は2015年度入会（事後報告）
田原慎二 内閣府（正会員） 関東 櫻本　健・鈴木雄大
金　広文 京都大学大学院（正会員） 関東 櫻本　健・鈴木雄大
宮川幸三 立正大学（正会員） 関東 菅　幹雄・伊藤伸介
新井郁子 統計情報研究開発センター（正会員） 関西 安井浩子・米澤　香
西内亜紀 統計情報研究開発センター（正会員） 関西 安井浩子・米澤　香

［退会者］
　渡辺吉利，中村安子
［支部移動］
　萩野　覚（関東→関西），小野寺剛（関東→関西）

⑵　2017年度全国研究大会の開催について
　2017年度研究大会は関東支部が担当し，法政大学（市ヶ谷キャンパス）において2017年 9月
10日（日）～ 9月13日（水）に開催予定であることが報告された。なお，理事会・チュートリアル
は 9月10日（日）の開催予定であること，9月11，12日の研究大会の後，9月13日（水）は特別企
画を検討中であることなどが紹介された。

⑶　機関誌『統計学』創刊60周年記念事業の進捗状況
　機関誌『統計学』創刊60周年記念事業について，水野谷委員長より特集テーマ「標本設計情報
とミクロデータ解析の実際（仮）」（坂田幸繁会員企画）が『統計学』2017年 3月発行号に掲載す
べく準備していること，また2017年度には新たな特集テーマを少なくとも 1つ掲載する予定で
あることが報告された。

⑷　その他
　9月13日（火）に予定されていた武内真美子会員報告は都合により中止となった。

2．報告承認事項
⑴　新学会長候補の選出と承認，および新常任理事長の選出
　理事会投票により西村善博会員（九州支部）を会長候補に選出し，会員総会において次期学会
長に決定した。また，理事会は次期常任理事長に上藤一郎会員（関東支部）を選出した。
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⑵　東北支部と関東支部との支部統合について
　本会会則付則に記載される支部に関して，2016年 9月13日付で「東北支部」と「関東支部」を
ひとつに統合し，「東北・関東支部」を設置する。ただし，
①　新支部会計への統合は2017年 4月からとし，2016年度までは従来通りとする。
②　東北，および関東選出の現行理事（任期：2016年 4月－2018年 3月）は，任期終了まで，
「東北・関東支部」選出理事として理事職を継続する。次期理事選挙（2017年12月予定）
から規程通り，1支部として理事枠を算出し，選挙を行うものとする。

③　理事選選挙管理委員会は，関西支部と「東北・関東支部」との持ち回りに改める。
④　この支部統合による規程などの改正は必要最小限にとどめるものとする。
理由： 常任理事会からの統合提案（2016年 3月29日付，下記資料参照）に対して，東北支部と

関東支部との合意が得られたことによる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

東北支部，関東支部，両支部統合についての提案（常任理事会）
2016年 3月29日

経済統計学会東北支部事務局
　　　　　　関東支部事務局

経済統計学会常任理事会

関東支部，東北支部の支部枠を超えた研究活動の活性化，とくに東日本大震災の影響とその復
興過程への統計的コミットメント・研究協同の重要性に鑑み，常任理事会として両支部の対等
な統合を下記のように提案します。

記

新支部名：東北・関東支部
　　　＊ 総会において，「東北・関東支部」（名簿の順番）への会則変更。総会後（2016年 9月）か

ら新支部とする。
会計：相互に会計チェックして新支部会計（支部活動補助金会計）に統合。
　　　ただし，2017年 4月より新支部会計とし，2016年度までは従来通りとする。
（その他）
理事選 出：2018年 3月まで新規選出理事（任期：2016年 4月－2018年 3月）が継続する（経過措

置）。次期理事選挙（2017年12月予定）から規程通り，1支部として理事枠を算出，選挙。
委員会関係：

編集委員会は，申し送りで東，西日本で 3人，2人の選出で従来通り（選出担当支部が，
関東から東北・関東支部に変更）
プログラム委員会は，東北・関東で 1名とする。（規程通り支部 1名。総会から）
理事選選挙管理委員会は，関西と東北・関東の持ち回り

　　　＊会費徴収方法，未納金の処理などについては，両支部での話し合いとする。
　　　　ただし，全国会計に対する窓口はひとつとする。 以上
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⑶　学会本部事務所の変更と学会一部事務の外部委託
①　法政大学日本統計研究所にお願いしていた学会所在（事務所）を「㈱音羽リスマチック」

に変更する。
②　㈱音羽リスマチックに対しては，「学会本部事務所業務委託（仮）」の契約を行い，本部事

務所在に伴う郵便・連絡などの雑務，およびニューススレター印刷・発送 1回分を加え
たものを基本経費として支払う。なお，その他の従来の委託業務は引き続き㈱音羽リス
マチックに発注する。

③　法政大学日本統計研究所と森博美会員に依頼していたその他の本部事務機能（名簿デー
タ管理，名簿作成など）に関しては，新たに事務局機能見直しを担当する常任理事を選任
し，当面その機能を引き継いでもらうこととする。加えて，㈱音羽リスマチックへの追
加的な業務委託の可能性を含めて事務局機能（学会ホームページを含む）のあり方を検
討・整理し，実施に移すこととする。

⑷　⑵，⑶に伴う会則変更，および理事選申し合わせ訂正
　⑵および⑶に関連して，経済統計学会会則，経済統計学会内規，および理事選出選挙の管理
に関する申し合わせを資料 1～ 3（本記事末尾掲載）のように改める。

⑸　2018年度研究大会開催支部について
　2018年度研究大会は関西支部による開催とすることが承認された。

⑹　旅費・謝礼などの取り扱いに関する申し合わせ
　本学会の研究大会や学会業務に係る旅費・謝礼などに関して，従来の支給方針（実績，考え
方）を踏まえつつ，改めて資料 4（本記事末尾掲載）の「申し合わせ事項」として明文化しておく
ことにした。なお，類似の事態が発生する場合はこの申し合わせに準じて適用を検討すること
とする。

⑺　2017年度全国プログラム委員会委員長，および委員（2016年 9月～2017年 9月）の選出結果
委員長： 森　博美（法政大学）
委　員： 水野谷武志（北海学園大学），櫻本　健（立教大学），橋本貴彦（立命館大学）， 

村上雅俊（阪南大学），松川太一郎（鹿児島大学）

⑻　2015年度全国会計報告，2015年度会計監査報告
　栗原由紀子会員の会計監査を受けた2015年度全国会計決算について吉田央全国会計担当理事
より報告が行われ，了承された。（本記事末尾の資料 5の決算書参照）

⑼　2016年度会計中間報告，および2017年度全国会計予算案
　吉田央全国会計担当理事より2017年度全国会計予算案の報告を受け，了承された（本記事末
尾の資料 6の予算書参照）。なお，60周年記念事業予算の執行に伴い，改めて本事業の収支報告
の形式などは次期総会までに検討することにした。
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⑽　全国会計担当に吉田央会員を再任した（任期：2016年 9月～2017年 9月会員総会）

⑾　支部活動交付金に関する会計処理および報告に関する作業マニュアル
　支部活動交付金に関する会計処理および報告に関しては，資料 7（本記事末尾掲載）に示す作
業マニュアル沿って処理するものとする。

⑿　2015年度支部活動交付金収支報告
　会計方式変更後初年度の支部活動交付金収支報告がマニュアル通り各支部から提出され，理
事会で確認されたことが報告された。

⒀　機関誌『統計学』編集関連規程の改正
　統計や統計学を取り巻く環境は大きく，急速に変容しつつある。そのような変化を的確にと
らえ，本会での議論を迅速に展開し，社会的，学術的な使命に応えることをめざして，機関誌
『統計学』の誌面を一層充実し，会員の研究活動の成果を適宜速やかに公表するために，投稿規
程，執筆要綱，および査読要領を改正し，本会の研究活動を活性化する環境を整える。併せて，
実際の運用面を考慮した規程整備を行うことにする。（本記事末尾の資料 8～11参照）
1．投稿規程の主要な改正点
①　『統計学』の原稿区分について

　投稿規程「 2．記事の分類」に関して，改正の趣旨を実現するため，従来の「論文」を
「研究論文」と名称変更する。また，大きく変化する統計学，および統計実践をめぐる積
極的論考を本会として展開するために，そのような趣旨を研究論文の要件のひとつに明
示することにした。さらに，現行の「研究ノート」が実質的に査読を経た論文であること
明示する名称「報告論文」に変更するとともに，書評およびフォーラムについては，本会
に限定せず重要な著作や諸問題を広範に積極的に取り上げられるような表現に改めた。

②　その他
　①に合わせて文言等の整理を行い，また現状に合わない部分の表現を改めている。

2．執筆要綱の改正
①　投稿規程の原稿区分の改正を反映した。
②　 執筆者の個人情報の表記（1－6項）を退職者，非常勤職，院生会員なども含めた対応が可

能な要綱に改めた。
③　編集業務から生じる原稿の長さの増減の可能性を明記した。

3．査読要項の主な改正点
　投稿規程の改正に合わせて，査読の審査項目および判定基準を明確化し，査読体制をより円
滑に運用するため，とくに下記のように改める。
①　 投稿規定における原稿区分の改正に応じて，第二次審査の判定基準を簡潔・明快にする

とともに，原稿区分に配慮した審査内容を明確化するため，とくに判定結果が「条件付掲
載可」と「掲載不可」の場合には，レフリーの評価のポイントを具体的に明示するように
求めることにした。具体化に当たっては，査読者に過度の負担を課することのないよう
十分に留意しつつ，編集委員会においてレフリーにおける評価項目（注記）の例示などの
方策を実務レベルで検討し，常任理事会の了承を得て，適宜，実施に移すものとする。



第60回全国研究大会・会員総会

55

②　審査を円滑に進めるため，必要に応じて，追加的な査読者の選任を可能にした。
4．その他
　編集委員会規程一部を会則と整合的に改めた。

注記） 評価項目の参考事例－ 1．研究課題の明確さや意義， 2．結論の適切性・明確性， 
3．適切な先行研究， 4．資料の適切性， 5．研究方法，分析手法の適切性， 
6．論理性， 7．独創性，新規性， 8．用語・概念の適切さと統一性， 
9．文章表現の適切性，10．研究倫理上の配慮など

⒁　編集委員長，および委員（2017年度）の選出について
1．2017年度編集委員会委員など（任期：2017年 4月～2018年 3月）
　現委員，および委員選出に関わる昨年度承認事項を考慮して，新常任理事長のもと可及的速
やかに次年度委員会構成を理事会に提案する。
　［参考］　2016年度編集委員会（任期：2016年 4月から2017年 3月まで）
　　東日本ブロック　朝倉啓一郎（再任，編集委員長），前田修也（再任），山田　満（再任）
　　西日本ブロック　藤井輝明（新任，副委員長，2017年度委員長予定），橋本貴彦（再任）
　　注） 昨年度承認事項：2017年度については，東日本ブロック（関東責任支部・東北・北海

道）からは 2人（1人は副委員長候補，2年目委員長予定），西日本ブロック（関西責任
支部・九州）からは 1人（委員候補）を交代枠とする（再任可）。

2．2018年度以降の委員選出の考え方
　2018年度以降についても，東日本ブロック（東北・関東責任支部，北海道）からは 2名，西日
本ブロック（関西責任支部・九州）からは 1名の編集委員候補を推薦してもらうこととし，また
委員長候補，副委員長候補は東日本と西日本から交互に推薦することとする。編集業務の継続
性を考慮して，副委員長は 2年目再任され，委員長候補に推薦されるものとする。なお，2018

年度は，東日本推薦の2017年度副委員長が委員長候補となり，2018年度副委員長候補は西日本
から新たに推薦されることとする（再任可）。

⒂　HP委員会委員長に，御園謙吉会員が再任された。

⒃　機関誌『統計学』創刊60周年記念事業委員会委員長，および委員など（2017年度）の選出
　水野谷武志委員長，大井達夫副委員長をはじめ，2016年度委員が全員，2017年度委員（任期：
2016年 9月～2017年 9月）として再任された。
委員長：水野谷武志（北海学園大学）
委　員：西村善博（大分大学），水野谷武志（北海学園大学），
　　　　池田　伸（立命館大学），大井達男（副委員長，和歌山大学），
　　　　上藤一郎（静岡大学），伊藤伸介（中央大学）
　　　　注）西村，上藤委員は職務上委員（会長，常任理事長）となる。

⒄　学会賞選考委員会委員
　新学会長，常任理事長のもとで少なくとも 2名の選考委員を早急に選出することにした。
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【事務所変更・支部統合関連規程整備】

資料 1　会則の変更

経済統計学会会則（旧）

第 1条～第12条　略

付則
1．本会は，北海道，東北，関東，関西，九州
に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。

3．本会の事務所を東京都町田市相原4342法政
大学日本統計研究所におく。

1953年 10月 9日制定（1954年 12月 5日，1957

年 7月10日，1959年11月15日，1964年 6月29

日，1965年 7月 15日，1968年 9月 4日，1970

年 9月13日，1973年 5月22日，1974年 6月29

日，1976年 7月22日，1978年 7月17日，1980

年 9月13日，1981年 7月15日，1984年 4月15

日，1984年 7月 24日，1985年 6月 8日，2001

年 9月18日，2002年 9月21日，2003年 9月13

日，2005年 9月 4日，2006年 9月 16日，2008

年 9月 6日，2010年 9月16日一部改正）

経済統計学会会則（新）

第 1条～第12条　（同左）

付則
1．本会は，北海道，東北・関東，関西，九州
に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。

3．本会の事務所を東京都文京区音羽 1－6－9  

㈱音羽リスマチックにおく。

1953年 10月 9日制定（1954年 12月 5日，1957

年 7月10日，1959年11月15日，1964年 6月29

日，1965年 7月 15日，1968年 9月 4日，1970

年 9月13日，1973年 5月22日，1974年 6月29

日，1976年 7月22日，1978年 7月17日，1980

年 9月13日，1981年 7月15日，1984年 4月15

日，1984年 7月 24日，1985年 6月 8日，2001

年 9月18日，2002年 9月21日，2003年 9月13

日，2005年 9月 4日，2006年 9月 16日，2008

年 9月 6日，2010年 9月16日，2016年 9月12

日一部改正）
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資料 2　学会内規

経済統計学会内規（旧）

1．～ 3．　省略

4．理事会について
理事会は次の事項を議する。
⑴　新入会員の承認
⑵　会員資格の停止および除籍
⑶　退会の承認
⑷　会員総会への会長候補者の推薦
⑸　常任理事長の選出
⑹　全国会計監査担当の委嘱
⑺　編集委員長および副編集委員長の選出
⑻　機関誌の編集・発行にかかわる基本的事項
⑼　転載申請の承認
⑽　全国会計に関する事項および全国会計担当
理事の選出
⑾　会則第11条にいう会費の特例
⑿　日本学術会議他内外の学術機関・団体等と
の連携・交流および渉外担当理事の選出
⒀　会則の改正，変更および財産の処分
⒁　その他会の運営にかかわる事項

5．会員総会について
会員総会は次の事項を議する。
⑴　会長の承認
⑵　機関誌の編集・発行にかかわる基本的事項
⑶　全国会計の承認
⑷　会則の改正，変更および財産の処分
⑸　その他会員総会が必要と認めた事項

6．～ 9．　省略

1985年 6月 4日制定（1992年 7月28日，2001年
9月18日，2003年 9月13日，2004年 9月12日，
2005年 9月 4日，2006年 9月 16日，2008年 9

月 6日一部改正）

経済統計学会内規（新）

1．～ 3．　（同左）

4．理事会について
理事会は次の事項を議する。
⑴　新入会員の承認
⑵　会員資格の停止および除籍
⑶　退会の承認
⑷　会員総会への会長候補者の推薦
⑸　常任理事長の選出
⑹　全国会計監査担当の委嘱
⑺　編集委員長および副編集委員長の選出
⑻　機関誌の編集・発行にかかわる基本的事項
⑼　転載申請の承認
⑽　全国会計に関する事項および全国会計担当
理事の選出
⑾　会費の特例
⑿　日本学術会議他内外の学術機関・団体等と
の連携・交流および渉外担当理事の選出
⒀　会則の改正，変更および財産の処分
⒁　その他会の運営にかかわる事項

5．会員総会について
会員総会は次の事項を議する。
⑴　会長の承認

⑵　全国会計の承認
⑶　会則の改正，変更および財産の処分
⑷　その他会員総会が必要と認めた事項

6．～ 9．　（同左）

1985年 6月 4日制定（1992年 7月28日，2001年
9月18日，2003年 9月13日，2004年 9月12日，
2005年 9月 4日，2006年 9月 16日，2008年 9

月 6日，2016年 9月12日一部改正）
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資料 3　理事選出選挙の管理に関する申し合わせ

理事選出選挙の管理に関する申し合わせ（旧）

1．～ 4．　省略

5．選挙管理委員並びに委員補佐については，
関東支部と関西支部から選挙の都度交互に選出
する。

6．～ 8．　省略

2008年 9月 6日制定

理事選出選挙の管理に関する申し合わせ（新）

1．～ 4．　（同左）

5．選挙管理委員並びに委員補佐については，
東北・関東支部と関西支部から選挙の都度交互
に選出する。

6．～ 8．　省略

2008年 9月 6日制定（2016年 9月 12日一部改
正）
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【旅費・謝礼など】

資料 4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
旅費・謝礼などの取り扱いに関する申し合わせ

Ａ．研究大会における非会員の招待報告者への旅費・謝礼
　　常任理事会の承認を受けた招待報告者の旅費・謝礼は下記の基準による。
1．報告謝礼
　一律，20,000円とする。
2．旅費
　交通費と宿泊費について支給する。原則，航空券（エコノミ―正規往復運賃の範囲内）利用料
金と，宿泊費上限 1万円（実費）とする。ただし，宿泊付きパック料金を利用する場合，上記の
範囲内であればそれを交通・宿泊費として支払うこととする。
3．その他
　招待報告については事前に常任理事会の承認を必要とする。また招待報告者の参加費と懇親
会費は徴収しない。

Ｂ．学会業務に関する会議出席のための旅費補助
1． 次のいずれかに該当する会議等に会議開催地域外から出席する者は，本会全国会計に旅費
の補助を申請することができる。
⑴　会則第 8条の各号に定める委員会で，会員総会開催時以外に開催される会議
⑵　上記以外で理事会が学会業務の遂行に必要として設置を承認した会議
⑶　その他常任理事長が学会業務の遂行にとって特に必要と認めた会議

2．補助額については，概ね以下の通りとする。

〔会議開催地〕 北海道 東北 関東 中部 関西 四国西部，九州

東京　　　 2万円 1 － 0.5 1.5 2

大阪・京都 3　　 2 1.5 1 － 1.5

2016年 9月13日制定
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【2015年度決算書】

資料 5

経済統計学会　2015年度決算 （自2015年 4月 1日～至2016年 3月31日）

収　　　入 予算 決算 差額 支　　　出 予算 決算 差額

前期繰越 5,174,779 5,281,770 106,991 1．誌代 1,200,000 902,598 －297,402

1．会費収入 1,788,000 1,882,000 114,000 　1）『統計学』108号 600,000 544,409 －55,591
　2）『統計学』109号 600,000 358,189 －241,811

　1）誌代・編集費 1,124,000 1,154,000 30,000
　　・北海道支部 53,200 60,400 7,200 2．本部事業費 695,000 415,439 －279,561
　　・東北支部 26,000 31,200 5,200
　　・関東支部 585,600 620,000 34,400 　1） ニューズレター発行費 1）

（第44号まで）
125,000 114,739 －10,261

　　・関西支部 397,600 386,000 －11,600
　　・九州支部 61,600 56,400 －5,200

　2）研究大会関連経費 200,000 200,000 0
　2）本部経費 644,000 658,000 14,000
　　・北海道支部 30,800 33,600 2,800 　3）通信・交通費 200,000 15,000 －185,000
　　・東北支部 14,000 16,800 2,800
　　・関東支部 330,400 350,000 19,600 　4）名簿作成費 60,000 57,500 －2,500
　　・関西支部 232,400 224,000 －8,400
　　・九州支部 36,400 33,600 －2,800 　5）HP関係経費 10,000 3,909 －6,091

　3）団体会員会費 20,000 70,000 50,000 　6）その他の事業費 100,000 24,291 －75,709
　　・理事選挙関係経費 24,075

2．繰入金 0 198,957 198,957 　　・振込手数料 216
　・第59回大会より 0 198,957 198,957 　　・その他 0

3．雑収入 850 1,257 407 3．支部活動交付金 299,000 305,500 6,500
　・受取利子 850 1,257 407 　・北海道支部 14,300 15,600 1,300

　・東北支部 6,500 7,800 1,300
　・関東支部 153,400 162,500 9,100
　・関西支部 107,900 104,000 －3,900
　・九州支部 16,900 15,600 －1,300

4．60周年記念事業 2,400,000 2,400,000 0
・60周年記念事業積立金 2,400,000 2,400,000 0

5．予備費 200,000 0 －200,000

次期繰越 2,169,629 3,340,447 1,170,818

収入計 6,963,629 7,363,984 400,355 支出計 6,963,629 7,363,984 400,355

注 1）ニュースレター内訳　　　　　　　　　　2016年 4月 1日現在の資産 総合口座　　　　5,510,885
　　　42号　　　　　36,314 振替口座　　　　  228,957
　　　43号　　　　　33,971 現金　　　　　　      605
　　　44号　　　　　44,454 合計　　　　　　5,740,447

　上記，相違ありません。 2016年 9月 9日　全国会計　吉田　央　印
　2015年度経済統計学会全国会計の会計監査にあたり，収入支出に伴う関係書類及び関係証票，預金通帳等を慎
重に審査した結果，いずれも正確かつ適正であることを認めます。

2016年 9月 9日　経済統計学会　会計監査　栗原由紀子　印
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【2017年度予算書】

資料 6

経済統計学会　2017年度予算 （2017年 4月 1日～2018年 3月31日）

収　　　入 2016予算 2017予算 差額 支　　　出 2016予算 2017予算 差額

前期繰越 1） 2,999,214 3,607,026 607,812 1．誌代 1,200,000 1,200,000 0

1．会費収入 1,882,000 1,922,000 40,000 　1）『統計学』110号 600,000 －600,000
　2）『統計学』111号 600,000 －600,000

　1）誌代・編集費 1,154,000 1,180,000 26,000 　3）『統計学』112号（通常分） 600,000 600,000
　　・北海道支部 60,400 58,400 －2,000 　4）『統計学』113号（通常分） 600,000 600,000
　　・東北・関東支部 2） 651,200 663,600 12,400
　　・関西支部 386,000 401,600 15,600 2．本部事業費 695,000 795,000 100,000
　　・九州支部 56,400 56,400 0

　1）ニューズレター発行費 125,000 125,000 0
　2）本部経費 658,000 672,000 14,000
　　・北海道支部 33,600 33,600 0 　2）研究大会関連経費 200,000 300,000 100,000
　　・東北・関東支部 2） 366,800 372,400 5,600 　　・大会準備金 200,000 200,000 0
　　・関西支部 224,000 232,400 8,400 　　・プログラム印刷・発送費 100,000 100,000
　　・九州支部 33,600 33,600 0

　3）通信・交通費 200,000 200,000 0
　3）団体会員会費 70,000 70,000 0

　4）名簿作成費 60,000 60,000 0
2．繰入金 0 0 0
　・第61回大会より 0 0 0 　5）HP関係経費 10,000 10,000 0

3．雑収入 850 1,000 150 　6）その他の事業費 100,000 100,000 0
　・受取利子 850 1,000 150

3．支部活動交付金 305,500 312,000 6,500
4．60周年記念事業 2,400,000 2,400,000 0 　・北海道支部 15,600 15,600 0
　・60周年記念事業積立金

（前期繰越）
2,400,000 2,400,000 0 　・東北・関東支部 2） 170,300 172,900 2,600

　・関西支部 104,000 107,900 3,900
　・九州支部 15,600 15,600 0

4．60周年記念事業 3） 2,400,000 2,400,000 0
　・『統計学』記念特集分 2,400,000 600,000 600,000
　・60周年記念事業積立金

（次期繰越）
2,400,000 1,800,000－600,000

5．予備費 200,000 200,000 0

次期繰越 2,481,564 3,023,026 541,462

収入合計 7,282,064 7,930,026 647,962 支出合計 7,282,064 7,930,026 647,962

注 1） 2016年 9月現在の繰越額4,247,026円から，『統計学』111号発行経費600,000円とNL47号発行経費40,000円
を引いた3,607,026円を前期繰越額

注 2） 2016年度予算の「東北・関東支部」の金額は東北支部と関東支部の合算額を表示している。
注 3） 2017年度中に発行される『統計学』に60周年記念特集論文が 1回掲載されることを予定して，60万円の予

算を計上した（20万を限度として編集打合せ会議，旅費の支出を含む）。60周年記念事業の進展に合わせ
て，2016年度決算時に60周年記念事業部分は費目を含めて見直す。
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【支部活動交付金処理マニュアル】

資料 7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
支部活動交付金に関する会計処理および報告に関する作業マニュアル

2016年 9月作成
1．2014年度全国総会で承認された支部活動交付金に関する事項

⑴　 各支部は，支部活動交付金会計として支部会計を維持する。
⑵　 支部活動交付金（1人当たり1300円）は，各支部より全国会計に会費納入後，名簿情報に

基づいて本部より各支部会計に交付する（未納会員分を含む）。
⑶　支部活動交付金は次の費用に充てることを目的として給付するものとする。

①　支部研究会（支部例会）の実施に伴う支出
②　学会費の徴収活動に伴う支出
③　その他，本会の目的を達成するために必要な支出

⑷　 支部会計は支部活動交付金を執行し年 1回，所定の書式に従って全国会計に対して支部
会計報告を行う。なお各年度に生じた余剰金については，支部会計の繰越金として取り
扱う。

⑸　会計年度は，4月 1日から翌年 3月31日とする。
⑹　2015年度の会計年度より実施する。

2．2015年度以降の新会計制度の実施計画
⑴　支部活動交付金収支報告書フォーマット
　　2015年度：2015年 4月 1日～2016年 3月31日

2015年度支部活動交付金収支報告（△△支部） 自2015年4月1日至2016年3月31日 （円）

収　　　入 金額 支　　　出 金額
前年度繰越金 0

1．支部活動交付金 1．支部活動事務費

2．その他の支部活動費

3．雑費

次年度繰越
収　入　計 支　出　計

⑵　費目の説明
収入の部
①　前年度繰越金
　初年度（2015年度）はなし。支部会計（支部活動交付金の執行）から生じた繰越金を記載。
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②　支部活動交付金
　本部から支払われた交付金（2015年度分は 8月に全国会計より支部会計に支払済）
支出の部
①　支部活動事務費：文具代・通信費等
②　その他の支部活動費：

　会員外の講師を報告者として招いたときに発生する謝金及びその交通費等，会議
室利用料，その他支部運営に関わる経費

③　雑費：振込手数料等
④　 次年度繰越：次年度より発生（支部活動交付金から生じた繰越金とその累積額を記

載）。

⑶　その他の留意事項
・支部活動交付金収支報告書（以下，収支報告書）の提出期限
　6月末～ 7月上旬（会員数調査報告に合わせて）
・収支報告書の提出先
　全国会計
・収支報告書に関する監査の有無：
　支部単位での監査の有無は各支部に一任するが，全国会計の監査事項には含めない。各
支部会計からの全国会計に対する交付金受領書は従来通り全国会計に提出。
・収支報告書に伴う領収書の取り扱い
　支部活動交付金の執行に係る領収書類は当面 5年間各支部で保管する。

・収支報告書の取り扱い
　全国会計の審議に併せて，常任理事会，理事会，会員総会で報告する（審議事項ではなく
報告事項として取り扱う）。

⑷　新会計制度の年間スケジュール
①　会員数調査（6月末日現在）
②　会員数の報告（7月上旬）
③　全国会計から会費徴収依頼（7月15日頃）
④　各支部から全国会計へ会費納付
⑤　全国会計から各支部へ支部活動交付金交付（8月）
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【編集関連規程　新旧対照表】

資料 8　編集委員会規程

編集委員会規程（旧）

第 1条　会則第 7条第 1項にもとづき，この規
程を定める。

第 2条～第 5条　省略

付則　この規程は，2003年 11月 1日から施行
する。この規程は，2004年 9月12日から施行す
る。この規程は，2012年10月 1日から施行する。
（2005年 9月 2日，2006年 9月16日，2007年 9

月15日，2012年 9月13日一部改正）

編集委員会規程（新）

第 1条　会則第 8条第 1項にもとづき，この規
程を定める。

第 2条～第 5条　（同左）

付則　この規程は，2003年 11月 1日から施行
する。この規程は，2004年 9月12日から施行す
る。この規程は，2012年10月 1日から施行する。
（2005年 9月 2日，2006年 9月16日，2007年 9

月15日，2012年 9月13日，2016年 9月12日一
部改正）
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資料 9　投稿規程

機関誌『統計学』投稿規程（旧）

　経済統計学会（以下，本会）会則第 3条に定め
る事業として，『統計学』（電子媒体を含む。以
下，本誌）は原則として年に 2回（9月，3月）
発行される。本誌の編集は「経済統計学会編集
委員会規程」（以下，委員会規程）にもとづき，編
集委員会が行う。投稿は一般投稿と編集委員会
による執筆依頼によるものとし，いずれの場合
も原則として，本投稿規程にしたがって処理さ
れる。

1．総則
1－1　投稿者
　会員（資格停止会員を除く）は本誌に投稿す
ることができる。
1－2　非会員の投稿
　⑴　原稿が複数の執筆者による場合，筆頭執
筆者は本会会員でなければならない。
　⑵　常任理事会と協議の上，編集委員会は非
会員に投稿を依頼することができる。
　⑶　本誌に投稿する非会員は，本投稿規程に
同意したものとみなす。
1－3　未発表
　投稿は未発表ないし他に公表予定のない原稿
に限る。
1－4　投稿の採否
　投稿の採否は，審査の結果にもとづき，編集
委員会が決定する。その際，編集委員会は原稿
の訂正を求めることがある。
1－5　執筆要綱
　原稿作成には本会執筆要綱にしたがう。

2．記事の分類
2－1　論文
　統計およびそれに関連した分野において，新
知見を含む会員の独創的な研究成果をまとめた
もの。

2－2　研究ノート
　論文に近い内容で，研究成果の速やかな報告
をとくに目的とする。

機関誌『統計学』投稿規程（新）

　　（同左）

1．総則
　　（同左）

2．記事の分類
2－1　研究論文
　以下のいずれかに該当するもの。
⒜　統計およびそれに関連した分野において，
新知見を含む会員の独創的な研究成果をまとめ
たもの。
⒝　学術的な新規性を有し，今後の研究の発展
可能性を期待できるもので，速やかな成果の公
表を目的とするもの。
2－2　報告論文
　研究論文に準じる内容で，研究成果の速やか
な報告をとくに目的とするもの。
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2－3　書評
　会員の著書や統計関連図書などの紹介・批評。
2－4　資料
　各種統計の紹介・解題や会員が行った調査や
統計についての記録など。
2－5　フォーラム
　本会の運営方法や本誌に掲載された論文など
にたいする意見・批判・反論など。
2－6　海外統計事情
　諸外国の統計や学会などについての報告。
2－7　その他
　全国総会（研究総会・会員総会）記事，支部だ
より，その他本会の目的を達成するために有益
と思われる記事。

3．原稿の提出
3－1　円滑な発行のため，本誌の各号に投稿の
締切日を設ける。締切日以降に原稿が到着した
場合，また訂正を求められた原稿が期日までに
訂正されない場合，次号への投稿とみなされ，
継続して処理される。
3－2　原稿の送付
　原則として，原稿は執筆者情報を匿名化した
PDFファイルを電子メールに添付して編集委
員長へ送付する。なお，第一次審査を円滑に進
めるために，『統計学』の印刷レイアウトに準じ
たPDFファイルであることが望ましい。
3－3　原稿の返却
　投稿された原稿（電子媒体を含む）は，一切返
却しない。
3－4　校正
　著者校正は初校のみとし，大幅な変更は認め
ない。初校は速やかに校正し期限までに返送す
るものとする。
3－5　投稿などにかかわる費用
　⑴　投稿料は徴収しない。
　⑵　掲載原稿の全部もしくは一部について電
子媒体が提出されない場合，編集委員会は製版
にかかる経費を執筆者（複数の場合には筆頭執
筆者）に請求することができる。
　⑶　別刷は，論文については30部までを無料
とし，それ以外は実費を徴収する。
　⑷　3－4項にもかかわらず，原稿に大幅な変
更が加えられた場合，編集委員会は掲載の留保
または実費の徴収などを行うことがある。
　⑸　非会員を共同執筆者とする投稿原稿が掲

2－3　書評
　統計関連図書や会員の著書などの紹介・批評。
2－4　 資料 

（同左）

2－5　フォーラム
　本会の運営方法や統計，統計学の諸問題にた
いする意見・批判・反論など。
2－6　 海外統計事情 

（同左）
2－7　その他
　全国研究大会・会員総会記事，支部だより，
その他本会の目的を達成するために有益と思わ
れる記事。

3．原稿の提出
3－1　投稿
原稿の投稿は常時受け付ける。

3－2　原稿の送付
　原則として，原稿は執筆者情報を匿名化した
PDFファイルを電子メールに添付して編集委
員長へ送付する。なお，ファイルは『統計学』の
印刷レイアウトに準じたPDFファイルである
ことが望ましい。
3－3　 原稿の返却 

（同左）

3－4　 校正 

（同左）

3－5　投稿などにかかわる費用
　⑴　（同左）
　⑵　（同左）

　⑶　別刷は，研究論文，報告論文については
30部までを無料とし，それ以外は実費を徴収する。
　⑷　（同左）

　⑸　（同左）
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載された場合，その投稿が編集委員会の依頼に
よるときを除いて，当該非会員は年会費の半額
を掲載料として，本会に納入しなければならな
い。
3－6　掲載証明
　掲載が決定した原稿の「受理証明書」は学会
長が交付する。

4．著作権
4－1　本誌の著作権は本会に帰属する。
4－2　本誌に掲載された記事の発行時に会員で
あった執筆者もしくはその遺族がその単著記事
を転載するときには，出所を明示するものとす
る。また，その共同執筆記事の転載を希望する
場合には，他の執筆者もしくはその遺族の同意
を得て，所定の書面によって本会に申し出なけ
ればならない。
4－3　前項の規定にもかかわらず，共同執筆者
もしくはその遺族が所在不明のため，もしくは
正当な理由により，その同意を得られない場合
には，本会の承認を必要とする。
4－4　執筆者もしくはその遺族以外の者が転載
を希望する場合には，所定の書面によって本会
に願い出て，承認を得なければならない。
4－5　4－4項にもとづく転載にあたって，本会は
転載料を徴収することができる。
4－6　会員あるいは本誌に掲載された記事の発
行時に会員であった執筆者が記事をウェブ転載
するときには，所定の書類によって本会に申し
出なければならない。なお，執筆者が所属する
機関によるウェブ転載申請については，本人の
転載同意書を添付するものとする。
4－7　会員以外の者，機関等によるウェブ転載
申請については，前号を準用するものとする。
4－8　転載を希望する記事の発行時に，その執
筆者が非会員の場合には，4－4，4－5項を準用す
る。

1997年 7 月 9 月 27日制定（2001年 9 月 18日，
2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年 9

月15日，2009年 9月 5日，2012年 9月13日一
部改正）

3－6　 掲載証明 

（同左）

4．著作権
4－1　（同左）
4－2　（同左）

4－3　前項の規定にもかかわらず，共同執筆者
もしくはその遺族が所在不明のため，もしくは
正当な理由によりその同意を得られない場合に
は，本会が承認するものとする。
4－4　（同左）

4－5　（同左）

4－6　（同左）

4－7　（同左）

4－8　（同左）

1997年 7 月 9 月 27日制定（2001年 9 月 18日，
2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年 9

月 15日，2009年 9 月 5 日，2012年 9 月 13日，
2016年 9月12日一部改正）
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資料10　執筆要綱

『統計学』執筆要綱（旧）

　執筆は以下の要綱にしたがってください。原
稿がはなはだしく以下の形式と異なる場合は受
理できないことがありますので，十分注意して
ください。

1．総則
1－1　使用できる言語
　本文は原則として日本語または英語とします。
ただし，引用文，表題，論文要旨の訳などに限
り，これら以外の言語を用いることができます。
その場合，その旨を欄外に朱書してください。
1－2　原稿の用紙
　縦置きにしたA4判用紙のイメージで作成し
たものとします。
1－3　原稿の長さ
　各記事について次のとおりとします。日本語
文の場合，B5判刷り上がり頁数（2段組み 1頁
20字×40行）で，論文16頁以内，研究ノート11

頁以内，書評 6頁以内，資料 8頁以内，フォー
ラム 4頁以内，海外統計事情 3頁以内。英語文
の場合は，刷り上がり頁数で日本語文に準じま
す。以上の頁数・枚数には，タイトル，著者名，
論文要旨，著者の所属，図表，注，参考文献，英
文要旨などを含みます。

1－4　原稿の表紙
　原稿の第 1ぺ一ジを表紙としてください。表
紙には，日本語文の場合，表題，著者名，著者
所属機関名（学部名等まで），簡略表題，キー
ワードおよびそれらの英訳（著者名はヘボン式
のローマ字表記）を記入してください。英語文
の場合，日本語文の英訳に準じます。上記のほ
か著者（の代表）の連絡先および電話番号を記
入ください。
　なお，論文および研究ノート以外の原稿には
キーワードは必要ありません。
表　　題　 内容をよく表す簡潔なものとし，

副題とはコロン（：）または片側
ハイフン（－）で区切ってください。

簡略表題　 表題が長い場合，表題のかわりに
本誌の各右頁上部（柱）に印刷し

『統計学』執筆要綱（新）

　　（同左）

1．総則
1－1　 使用できる言語 

（同左）

1－2　 原稿の用紙 

（同左）

1－3　原稿の長さ
　各記事について次のとおりとします。日本語
文の場合，B5判刷り上がり頁数（2段組み 1頁
20字×40行）で，研究論文16頁以内，報告論文
11 頁以内，書評 6 頁以内，資料 8 頁以内，
フォーラム 4 頁以内，海外統計事情 3 頁以内。
英語文の場合は，刷り上がり頁数で日本語文に
準じます。以上の頁数・枚数には，タイトル，著
者名，論文要旨，著者の所属，図表，注，参考
文献，英文要旨などを含みます。なお，編集委
員会が承認した原稿の改変に伴う頁数の増減は
この限りではない。
1－4　 原稿の表紙 

（同左）
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　　　　　 ます。必要に応じて15字以内で設
定してください。

キーワード　 内容に深いかかわりのある用語を
5つ以内で選んでください。

1－5　論文および研究ノート要旨
　論文および研究ノートについては，日本語の
場合，第 2ページに論文内容を要約した400字
以内の論文要旨および200語以内の英語（また
はその他適切な言語）論文要旨を作成してくだ
さい。英語文の場合，英語論文要旨に準じます。
1－6　誌面に記載する執筆者の個人情報の表記
　誌面に掲載する執筆者の個人情報は，原則と
して所属機関名とその住所とします。

1－7　その他
　本要綱で定められていない項目は，本学会
Webサイト「編集委員会からのお知らせ」を参
照してください。

2．～ 6．　略

1992年 7 月 7 月 27日制定（2001年 9 月 18日，
2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年 9

月 15日，2010年 9 月 16日，2012年 9 月 13日，
2013年 9月13日一部改正）

1－5　論文要旨
　研究論文・報告論文については，日本語の場
合，第 2ページに論文内容を要約した400字以
内の論文要旨および200語以内の英語（または
その他適切な言語）論文要旨を作成してくださ
い。英語文の場合，英語論文要旨に準じます。
1－6　誌面に記載する執筆者の個人情報の表記
　誌面に掲載する執筆者の個人情報は，原則と
して会員種別，所属支部（あるいは団体）名，所
属機関名とその住所，および執筆者のEメール
アドレスとします。なお，所属機関名以降の項
目は掲載・非掲載を含めて本人の申し出による
ものとします。
1－7　 その他 

（同左）

2．～ 6．　（同左）

1992年 7 月 7 月 27日制定（2001年 9 月 18日，
2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年 9

月 15日，2010年 9 月 16日，2012年 9 月 13日，
2013年 9月13日，2016年 9月12日一部改正）
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資料11　査読要領

『統計学』投稿原稿査読要領（旧）

1．経済統計学会（以下，本会）の機関誌
『統計学』に掲載する「論文」，「研究ノート」
などの査読制度について，この要領を定め
る。

2．一般投稿原稿と依頼原稿とを問わず，
編集委員長に送付された原稿については，
編集委員会による第一次審査を行い，本会
が別に定める「投稿規程」，「執筆要綱」に準
拠しているかどうかを判定する。

3．「論文」もしくは「研究ノート」の一般投
稿原稿の掲載にあたっては，第二次審査を
必要とする。依頼原稿についても，原則と
して第二次審査を実施する。

4．第一次審査を経た「論文」もしくは「研
究ノート」の原稿は，速やかに第二次審査へ
付されるものとする。

5．編集委員長は編集委員会を開催して，
次の事項を審議決定する。
　①　第一次審査結果の確認
　②　 第二次審査を担当する 2名のレフェ

リーの選任

6．第二次審査にあたるレフェリーは会員
から選任する。

7．第二次審査にあたっては，投稿者とレ
フェリーのいずれについても匿名性を確保
する。

8．第二次審査における判定は，⑴論文と
して掲載可，⑵論文として条件付掲載可，⑶
研究ノートとして掲載可，⑷研究ノートと

『統計学』投稿原稿査読要領（新）

1．経済統計学会（以下，本会）の機関誌
『統計学』に掲載する「研究論文」，「報告論
文」などの査読制度について，この要領を定
める。

2．（同左）

3．「研究論文」もしくは「報告論文」の一般
投稿原稿の掲載にあたっては，第二次審査
を必要とする。依頼原稿についても，原則
として第二次審査を実施する。

4．第一次審査を経た「研究論文」もしくは
「報告論文」の原稿は，速やかに第二次審査
へ付されるものとする。

5．（同左）

6．（同左）

7．（同左）

8．第二次審査における判定は，⑴掲載可，
⑵条件付掲載可，⑶掲載不可とし，判定が
⑵，⑶の場合，レフェリーはその理由を具
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して条件付掲載可，⑸掲載不可とし，レフェ
リーはその理由を明示するものとする。

9．第二次審査でレフェリーの審査結果が
異なる場合には，編集委員会はレフェリー
と協議を行い，それにもとづいて編集委員
会が掲載の可否について最終的な判断を下
すものとする。

10．本会が別に定める「投稿規程」の記事分
類中2－7（その他の記事，すなわち「全国総
会（研究総会・会員総会）記事，支部だより，
その他本会の目的を達成するために有益と
思われる記事」）の掲載にあたっては，この
要領は適用しない。

2004年 9月 12日制定（2012年 9月 13日一
部改正）

体的に明示するものとする。

9．第二次審査でレフェリーの審査結果が
異なる場合には，編集委員会はレフェリー
と協議を行い，それにもとづいて編集委員
会が掲載の可否について最終的な判断を下
すものとする。その際，編集委員会はもう
1名のレフェリーを会員から選任し，審査
を依頼することができる。

10．本会が別に定める「投稿規程」の記事分
類中2－7（その他の記事，すなわち「全国研
究大会・会員総会記事，支部だより，その
他本会の目的を達成するために有益と思わ
れる記事」）の掲載にあたっては，この要領
は適用しない。

2004年 9 月 12日制定（2012年 9 月 13日，
2016年9月12日一部改正）
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編集委員会規程

第 1条　 会則第 8条第 1項にもとづき，この規程を定める。
第 2条　 編集委員会（以下，委員会）は，理事会が選出する編集委員長と副編集委員長，および

常任理事会が選任する 3名の編集委員（以下，委員）で構成する。
　 2　委員長，副委員長および委員の任期は，1年とする。ただし，再任をさまたげない。
　 3　任期満了前に交代した委員の任期は，前任者の残任期間とする。
第 3条　 委員会は，機関誌『統計学』（電子媒体を含む）を編集・発行するために，次の各号に掲

げる事項を審議・決定する。
　⑴　編集方針
　⑵　特集の企画
　⑶　執筆依頼
　⑷　レフェリーの選任
　⑸　投稿原稿の採否，その他の判定
　⑹　その他，機関誌の発行にかんする事項
　 2　委員は，委員会が選任したレフェリーの氏名および査読に付された論文等の投稿者の氏
名を守秘するものとする。
第 4条　 委員長は委員会を主宰する。
　 2　委員長に事故あるときは，副委員長がその任にあたる。
第 5条　委員長は，掲載が決定した原稿一式を発行編集委員に送付する。
付則　この規程は，2003年11月 1日から施行する。
　　　この規程は，2004年 9月12日から施行する。
　　　この規程は，2012年10月 1日から施行する。
（2005年 9月 2日，2006年 9月16日，2007年 9月15日，2012年 9月13日，2016年 9月12日一
部改正）

機関誌『統計学』投稿規程

　経済統計学会（以下，本会）会則第 3条に定める事業として，『統計学』（電子媒体を含む。以
下，本誌）は原則として年に 2回（9月，3月）発行される。本誌の編集は「経済統計学会編集委
員会規程」（以下，委員会規程）にもとづき，編集委員会が行う。投稿は一般投稿と編集委員会
による執筆依頼によるものとし，いずれの場合も原則として，本投稿規程にしたがって処理さ
れる。
１．総則
1－1　投稿者
　会員（資格停止会員を除く）は本誌に投稿することができる。
1－2　非会員の投稿

⑴　原稿が複数の執筆者による場合，筆頭執筆者は本会会員でなければならない。
⑵　常任理事会と協議の上，編集委員会は非会員に投稿を依頼することができる。
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投稿規程

⑶　本誌に投稿する非会員は，本投稿規程に同意したものとみなす。
1－3　未発表
　投稿は未発表ないし他に公表予定のない原稿に限る。

1－4　投稿の採否
　投稿の採否は，審査の結果にもとづき，編集委員会が決定する。その際，編集委員会は
原稿の訂正を求めることがある。

1－5　執筆要綱
　原稿作成には本会執筆要綱にしたがう。

２．記事の分類
2－1　研究論文
　以下のいずれかに該当するもの。
⒜　 統計およびそれに関連した分野において，新知見を含む会員の独創的な研究成果をま

とめたもの。
⒝　 学術的な新規性を有し，今後の研究の発展可能性を期待できるもので，速やかな成果

の公表を目的とするもの。
2－2　報告論文
　研究論文に準じる内容で，研究成果の速やかな報告をとくに目的とする。

2－3　書評
　統計関連図書や会員の著書などの紹介・批評。

2－4　資料
　各種統計の紹介・解題や会員が行った調査や統計についての記録など。

2－5　フォーラム
　本会の運営方法や統計，統計学の諸問題にたいする意見・批判・反論など。

2－6　海外統計事情
　諸外国の統計や学会などについての報告。

2－7　その他
　全国研究大会・会員総会記事，支部だより，その他本会の目的を達成するために有益と
思われる記事。

３．原稿の提出
3－1　投稿
　原稿の投稿は常時受け付ける。

3－2　原稿の送付
　原則として，原稿は執筆者情報を匿名化したPDFファイルを電子メールに添付して編集
委員長へ送付する。なお，ファイルは『統計学』の印刷レイアウトに準じたPDFファイルで
あることが望ましい。

3－3　原稿の返却
　投稿された原稿（電子媒体を含む）は，一切返却しない。
3－4　校正
　著者校正は初校のみとし，大幅な変更は認めない。初校は速やかに校正し期限までに返
送するものとする。
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3－5　投稿などにかかわる費用
⑴　投稿料は徴収しない。
⑵　 掲載原稿の全部もしくは一部について電子媒体が提出されない場合，編集委員会は製

版にかかる経費を執筆者（複数の場合には筆頭執筆者）に請求することができる。
⑶　 別刷は，研究論文，報告論文については30部までを無料とし，それ以外は実費を徴収
する。

⑷　  3－4項にもかかわらず，原稿に大幅な変更が加えられた場合，編集委員会は掲載の留
保または実費の徴収などを行うことがある。

⑸　 非会員を共同執筆者とする投稿原稿が掲載された場合，その投稿が編集委員会の依頼
によるときを除いて，当該非会員は年会費の半額を掲載料として，本会に納入しなけ
ればならない。

3－6　掲載証明
　掲載が決定した原稿の「受理証明書」は学会長が交付する。

４．著作権
4－1　本誌の著作権は本会に帰属する。
4－2 　本誌に掲載された記事の発行時に会員であった執筆者もしくはその遺族がその単著記
事を転載するときには，出所を明示するものとする。また，その共同執筆記事の転載を希
望する場合には，他の執筆者もしくはその遺族の同意を得て，所定の書面によって本会に
申し出なければならない。

4－3 　前項の規定にもかかわらず，共同執筆者もしくはその遺族が所在不明のため，もしくは
正当な理由によりその同意を得られない場合には，本会が承認するものとする。

4－4 　執筆者もしくはその遺族以外の者が転載を希望する場合には，所定の書面によって本会
に願い出て，承認を得なければならない。

4－5 　4－4項にもとづく転載にあたって，本会は転載料を徴収することができる。
4－6 　会員あるいは本誌に掲載された記事の発行時に会員であった執筆者が記事をウェブ転
載するときには，所定の書類によって本会に申し出なければならない。なお，執筆者が所
属する機関によるウェブ転載申請については，本人の転載同意書を添付するものとする。

4－7 　会員以外の者，機関等によるウェブ転載申請については，前号を準用するものとする。
4－8 　転載を希望する記事の発行時に，その執筆者が非会員の場合には，4－4，4－5項を準用する。

1997年 7月27日制定（2001年 9月18日，2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年
9月15日，2009年 9月 5日，2012年 9月13日，2016年 9月12日一部改正）

『統計学』執筆要綱

　執筆は以下の要綱にしたがってください。原稿がはなはだしく以下の形式と異なる場合は受
理できないことがありますので，十分注意してください。
１．総則
1－1　使用できる言語
　本文は原則として日本語または英語とします。ただし，引用文，表題，論文要旨の訳な
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どに限り，これら以外の言語を用いることができます。その場合，その旨を欄外に朱書し
てください。

1－2　原稿の用紙
　縦置きにしたA4判用紙のイメージで作成したものとします。
1－3　原稿の長さ
　各記事について次のとおりとします。日本語文の場合，B5判刷り上がり頁数（2段組み
1頁20字×40行）で，研究論文16頁以内，報告論文11頁以内，書評 6頁以内，資料 8頁以
内，フォーラム 4頁以内，海外統計事情 3頁以内。英語文の場合は，刷り上がり頁数で日
本語文に準じます。以上の頁数・枚数には，タイトル，著者名，論文要旨，著者の所属，図
表，注，参考文献，英文要旨などを含みます。なお，編集委員会が承認した原稿の改変に
伴う頁数の増減はこの限りではない。

1－4　原稿の表紙
　原稿の第 1ぺ一ジを表紙としてください。表紙には，日本語文の場合，表題，著者名，著
者所属機関名（学部名等まで），簡略表題，キーワードおよびそれらの英訳（著者名はヘボ
ン式のローマ字表記）を記入してください。英語文の場合，日本語文の英訳に準じます。上
記のほか著者（の代表）の連絡先および電話番号を記入ください。
　なお，研究論文および報告論文以外の原稿にはキーワードは必要ありません。

表　　　題　 内容をよく表す簡潔なものとし，副題とはコロン（：）または片側ハイフ
ン（－）で区切ってください。

簡 略 表 題　 表題が長い場合，表題のかわりに本誌の各右頁上部（柱）に印刷します。
必要に応じて15字以内で設定してください。

キーワード　 内容に深いかかわりのある用語を 5つ以内で選んでください。
1－5　論文要旨
　研究論文・報告論文については，日本語の場合，第 2ページに論文内容を要約した400字
以内の論文要旨および200語以内の英語（またはその他適切な言語）論文要旨を作成してく
ださい。英語文の場合，英語論文要旨に準じます。

1－6　誌面に記載する執筆者の個人情報の表記
　誌面に掲載する執筆者の個人情報は，原則として所属機関名とその住所とします。会員
種別，所属支部（あるいは団体）名，所属機関名とその住所，および執筆者のEメールアド
レスとします。なお，所属機関名以降の項目は掲載・非掲載を含めて本人の申し出による
ものとします。

1－7　その他
　本要綱で定められていない項目は，本学会Webサイト「編集委員会からのお知らせ」を参
照してください。

２．本文
2－1　書き方
　日本語文では，横書き，新かなづかい，常用漢字を用いてください。句点（。）と読点（，）
は，1字分とってはっきり書いてください。また，欧文は続けずに，活字体で書いてくだ
さい。
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2－2　区分け
　本文の区分けは，
　　　 1，1.1，⑴，（a）
など簡潔で明瞭になるよう注意して見出しを付けてください。

2－3　数式
　数式は改行して

x＝ a＋b ⑸
c＋d

のように書いてください。ただし，本文中ではx＝（a＋b）/（c＋d）のように 1行に書いてくだ
さい。本文で言及される重要な式には，上記のように式の後に（番号）をふってください。
　通常の本文は 2段組なので，長い数式は 2行にまたがることがありますのでご注意くだ
さい。数式で使用される記号は，Σやsinなどを除いてイタリックにしてください。
2－4　数字および年号
　数字は原則として算用数字を用いてください。年号は西暦を用い，本文中その他で他の
年号の使用が適当な場合もなるべく西暦を併記してください。

2－5　特殊文字，アルファベット
　ギリシャ文字は「ギ」，イタリックは「イタ」と朱書してください。また，大文字は
「大」，小文字は「小」と朱書してください。「0」（ゼロ）と「O」（オー）などの紛れやす
い文字，また上付きと下付きとを明瞭に区別してください。

３．図表
3－1　図および表
　図（グラフ，チャート，ダイアグラム）と表とは区別し，本文中に言及された順序でそれ
ぞれ続き番号を与えてください。例）図 1，表 1

3－2　図表の作成
　図表作成にあたっては，できるだけ枚数が少なく表現が簡明になるようにしてください。
　図表は本文原稿とは別途に 1葉毎に作成し，本文中に挿入箇所を朱書してください。

４．注および参考文献
4－1　注
　注は該当個所の右肩に，1），2），3），…と通し番号をつけ，本文末に一括して記してく
ださい。例）1），2），3），4）－6）

4－2　参考文献の記載事項
　文献は次の事項を必ず記載してください。（　）内はもしあれば必ず記載すべき事項，ま
た｛　｝内は選択的な事項です。

図書：著者（編者）名，書名｛副題｝，（版数），｛発行地｝，発行所，発行年，（双書名）
雑誌：著者名，論文名｛副題｝，雑誌名，発行年｛月｝，巻数（号数），｛頁｝

4－3　参考文献のスタイルと参照方式
　書名および雑誌名は，日本語・中国語の場合は『　』，ヨーロッパ語ではイタリック，ロ
シア語では《　》を使い，論文名は，日本語・中国語の場合は「　」，ヨーロッパ語では
“　 ”を使ってください。また，『…論叢』など同名雑誌が予想される場合，（　）内に発行
機関を明示します。以下の印刷例を参考にしてください。
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丸山博（1990）「人口統計研究50年」『統計学』第58号．
大橋隆憲，野村良樹（1963）『統計学総論』（上），有信堂．
Binder, D.A.（1992）, “Fitting Cox’s proportional hazards models from survey data”, 

Biometrika, 79⑴ , pp.139－147.

Box, G.E.P. and G.M. Jenkins（1970）, Time Series Analysis: Forecasting and Control, San 

Francisco, CA: Holden－Day.

　なお，同じ著者が同じ年に発表した幾つかの文献を引用するときには，1980a，1980b，
……のように区別します。参考文献リストは，和文，欧文の順にまとめ，和文は著者
名のアイウエオ順，欧文はアルファベット順に整理します。
　本文中での参考文献の引用は例えば，「丸山（1990）は…」または「Binder, D.A.（1992：
140－142）は…」，「大橋・野村（1963）は…」のようにします。（　）内のコロン以下は引
用ページを示します。

５．匿名性の確保
　匿名性を確保して査読が行われますので，掲載が決定するまでは，次の点にご留意のう
え，投稿願います。

5－1　執筆者の業績を引用する場合は，第三者の業績と同様に取り扱ってください。
5－2　謝辞は，掲載決定の通知を受けて送付する最終原稿に記載してください。
６．その他
6－1　掲載決定後の原稿提出
　掲載の決定通知を受けた場合は，MS－Word等の電子媒体原稿および印刷原稿 2部を編集
委員長に送付してください。

6－2　外国語文の校閲
　本文および論文要旨の外国語文については，著者の責任で，ネイティブなどによる十分
な文章の校閲を受けてください。

1992年 7月27日制定（2001年 9月18日，2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年
9月15日，2010年 9月16日，2012年 9月13日，2013年 9月13日，2016年 9月12日一
部改正）

『統計学』投稿原稿査読要領

1． 経済統計学会（以下，本会）の機関誌『統計学』に掲載する「研究論文」，「報告論文」などの
査読制度について，この要領を定める。

2． 一般投稿原稿と依頼原稿とを問わず，編集委員長に送付された原稿については，編集委員
会による第一次審査を行い，本会が別に定める「投稿規程」，「執筆要綱」に準拠しているか
どうかを判定する。

3． 「研究論文」もしくは「報告論文」の一般投稿原稿の掲載にあたっては，第二次審査を必要
とする。依頼原稿についても，原則として第二次審査を実施する。

4． 第一次審査を経た「研究論文」もしくは「報告論文」の原稿は，速やかに第二次審査へ付さ
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れるものとする。
5． 編集委員長は編集委員会を開催して，次の事項を審議決定する。
①　第一次審査結果の確認
②　第二次審査を担当する 2名のレフェリーの選任

6． 第二次審査にあたるレフェリーは会員から選任する。
7． 第二次審査にあたっては，投稿者とレフェリーのいずれについても匿名性を確保する。
8． 第二次審査における判定は，⑴掲載可，⑵条件付掲載可，⑶掲載不可とし，判定が⑵，⑶
の場合，レフェリーはその理由を具体的に明示するものとする。

9． 第二次審査でレフェリーの審査結果が異なる場合には，編集委員会はレフェリーと協議を
行い，それにもとづいて編集委員会が掲載の可否について最終的な判断を下すものとする。
その際，編集委員会はもう 1名のレフェリーを会員から選任し，審査を依頼することがで
きる。

10． 本会が別に定める「投稿規程」の記事分類中 2－7（その他の記事，すなわち「全国研究大
会・会員総会記事，支部だより，その他本会の目的を達成するために有益と思われる記
事」）の掲載にあたっては，この要領は適用しない。

2004年 9月12日制定（2012年 9月13日，2016年 9月12日一部改正）
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編集委員会からのお知らせ 
機関誌『統計学』の編集・発行について

編集委員会
　 　
　本年 9月より，新しい規定にもとづいて，「研究論文」と「報告論文」が設定されました。皆様から
の積極的な投稿をお待ちしております。

1． 投稿は，常時，受け付けています。なお，書評，資料および海外統計事情等については，下記の
［注記 2］をご確認下さい。

2．次号以降の発行予定日は，
　　第112号：2017年 3月31日，第113号：2017年 9月30日です。
3． 投稿に際しては，新規定にもとづく「投稿規程」，「執筆要綱」，および「査読要領」などをご熟読願
います。最新版は，学会の公式ウェブサイトをご参照下さい。

4． 原稿は編集委員長（下記メールアドレス）宛にお送り下さい。
5． 原稿はPDF形式のファイルとして提出して下さい。また，紙媒体での提出も旧規程に準拠して受け
付けます。紙媒体の送付先は編集委員長宛にお願いします（住所は会員名簿をご参照下さい）。

6． 原則として，すべての投稿原稿が査読の対象となります。
7． 通常，査読から発刊までに要する期間は，査読が順調に進んだ場合でも，2ヶ月間程を要します。
投稿にあたっては十分に留意して下さい。

編集委員会，投稿応募についての問い合わせは，
下記メールアドレス宛に連絡下さい。

また，編集委員長へのメールアドレスも下記になります。

編集委員長　朝倉啓一郎（流通経済大学）
　副委員長　藤井輝明（大阪市立大学）
　編集委員　橋本貴彦（立命館大学）
　　　　　　前田修也（東北学院大学）
　　　　　　山田　満（東北・関東支部所属）

　 　
［注記 1］　 『統計学』の定期刊行に努めておりますので，できるかぎり早期のご投稿をお願いします。

112号（2017年 3月31日発行予定）への掲載を想定した場合，「研究論文」と「報告論文」の原
稿は，2017年 1月初旬を目途として，それまでにご投稿ください。

［注記 2］　 書評，資料および海外統計事情等について，執筆，推薦，および依頼等をお考えの会員が
おられましたら，企画や思いつきの段階で結構ですので，できるだけ早い段階で，編集委
員会にご一報下さい。

以上

editorial@jsest.jp

編集後記

　研究成果を投稿下さいました執筆者の皆様，査読に関わって下さいました皆様，そして，書評の依頼をお引き受け下さいま
した皆様に，心からお礼申し上げます。とくに，本号は，本年 9月からスタートした新規定にもとづく編集作業でもありまし
たので，関係する多くの皆様のご支援を頂くことで，発行することが出来ました。編集委員一同，重ねて感謝申し上げます。
　さて，次号112号からは，通常の論文に加えて，「『統計学』創刊60周年記念特集論文」の掲載が開始される予定です。楽し
みにお待ち下さい。
　編集委員会では，機関誌『統計学』を充実させていくために，皆様からの率直なご意見と，そして，研究成果の積極的なご
投稿をお待ちしております。今後ともよろしくお願い申し上げます。

（朝倉啓一郎　記）



創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES：Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第 2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員 2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適応しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事 1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事 1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長 1名をおく。
2　本会に，常任理事若干名をおく。
3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を 1名おく。
4　本会に，全国会計監査 1名をおく。

第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
1．編集委員会　　　　　　　　　　 2．全国プログラム委員会　　 3．学会賞選考委員会
4．ホームページ管理運営委員会　　 5．選挙管理委員会

第 9条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年 4月 1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受ける。
付　則　 1．本会は，北海道，東北・関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
3．本会の事務所を東京都文京区音羽1－6－9　㈱音羽リスマチックにおく。

1953年10月 9日（2016年 9月12日一部改正［最新］）
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